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は じ め に 

芦屋の男女共同参画は新たなステージへ 

このたび，第４次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン策

定の運びとなりました。本計画の策定にあたり，ご尽力をいただき

ました，芦屋市男女共同参画推進審議会及び芦屋市女性活躍推進会

議の皆さま，貴重なご意見をいただきました多くの皆さまに，心か 

ら感謝申し上げます。 

 芦屋市では，誰もが，性別にかかわりなく社会の対等な構成員として，その個性と能力

を発揮し，家庭，職場，学校，地域その他あらゆる分野に参画し，均等に責任を担い，し

あわせを分かち合う「男女共同参画社会」を実現するため，市民や男女共同参画を推進す

る団体，事業者等が参画し，市との協働のもとで，男女共同参画を推進しています。 

 本市では，平成１０年に芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プランを策定し，平成

１５年に第２次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン，平成２０年にその後期計

画を策定しました。平成２１年には芦屋市男女共同参画推進条例を制定し，平成２５年に

第３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プランを策定し，早くから，男女共同参画 

の推進を重要な施策として位置付け，推進してまいりました。 

この間に，平成１１年に「男女共同参画社会基本法」が制定され，平成２７年には「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」が成立しました。 

 本市においてもまた，平成２９年に女性の活躍推進を重視して，第３次芦屋市男女共同

参画行動計画ウィザス・プラン一部改正版（芦屋市女性活躍推進計画）を策定し，男女共 

同参画社会の実現に向けた取組を進めてまいりました。 

「男女共同参画社会の実現」は，グローバル化や少子高齢化，人口減少社会など社会の変

化が進むなか，社会の多様性と活力を高める観点から，極めて重要となっています。 

今後も，市民の皆さま，男女共同参画を推進する団体や事業者の皆さまとともに，男女共

同参画社会の実現に向けて邁進してまいりたい所存ですので，どうぞよろしくお願い申し

上げます。 

平成３０（２０１８）年３月 

芦屋市長  山 中  健 



芦屋市民憲章 

昭和３９年（１９６４年）５月 

 わたくしたち芦屋市民は，国際文化住宅都市の市民である誇りをもっ

て，わたくしたちの芦屋をより美しく明るく豊かにするために，市民の

守るべき規範として，ここに憲章を定めます。 

この憲章は，わたくしたち市民のひとりひとりが，その本分を守り，

他人に迷惑をかけないという自覚に立って互いに反省し，各自が行動を

規律しようとするものであります。 

一 わたくしたち芦屋市民は， 

文化の高い教養豊かなまちをきずきましょう。 

一 わたくしたち芦屋市民は， 

自然の風物を愛し，まちを緑と花でつつみましょう。 

一 わたくしたち芦屋市民は， 

青少年の夢と希望をすこやかに育てましょう。 

一 わたくしたち芦屋市民は， 

健康で明るく幸福なまちをつくりましょう。 

一 わたくしたち芦屋市民は， 

災害や公害のない清潔で安全なまちにしましょう。 
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第１章 

計画の策定にあたって  
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１．策定の背景と趣旨

国においては，平成１１年に施行された男女共同参画社会基本法に基づき，男女共同参画社会の実現は，

２１世紀の我が国の社会を決定する最重要課題と位置づけられました。平成２７年には「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」という。）が成立し，女性の活躍は新たな段

階に入りました。同年に決定された「第４次男女共同参画基本計画」においても，同様の趣旨が明記され

ています。 

兵庫県においては，平成１３年に策定された「兵庫県男女共同参画計画―ひょうご男女共同参画プラン

２１」をはじめ，平成１４年には兵庫県男女共同参画社会づくり条例の制定や，平成２８年には「ひょう

ご男女いきいきプラン２０２０」を策定する等，男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進しています。 

芦屋市におきましても，「男女共同参画社会の実現」に向けて，平成１０年に策定された「芦屋市男女

共同参画行動計画ウィザス・プラン」をはじめ，平成１５年に「第２次芦屋市男女共同参画行動計画ウィ

ザス・プラン」，平成２０年にはその後期計画，平成２１年には「芦屋市男女共同参画推進条例」を制定

しました。平成２５年に「第３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン」，平成２９年には「第

３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン一部改正版」として，「芦屋市女性活躍推進計画」を

策定し，男女共同参画及び女性活躍推進の取組を進めてきました。 

しかし，このような取組が進められる一方で，まだまだ多くの課題も残されています。特に，「政策・

方針決定過程での男女共同参画の推進」，「就労の場での不利益的取扱いの解消」，「仕事と生活の調和（ワ

ーク・ライフ・バランス）＊」，「配偶者等からの暴力」等の課題は，男女共同参画社会の実現に向けて引

き続き取り組むべき重要な課題です。また，国においては，人口急減・超高齢化という大きな課題があり

ますが，本市においても，平成３７年をピークに人口が減少に転じる見込みです。平成２７年の国勢調査

では，共働き世帯が，夫が就業者であり妻が非就業者の世帯を上回りました。働くことを希望する女性が

今後ますます増えることが予想される中，能力を十分に発揮できる，希望に応じた働き方が，実現できる

かどうかが課題です。女性の活躍を進め，男女が共に暮らしやすい男女共同参画社会を実現していくため

には，男女がそれぞれのライフステージに応じて，仕事と家庭を両立できる柔軟な働き方を実現していく

ことが重要です。一方で，本市においては，すでに「社会，家庭，地域」などの多様な場面で，女性の活

躍が見られますが，活躍を望む女性は更に増える見込みです。大きな変革期にあるこの機会を逃さずに，

一層推し進めることが必要です。 

このような状況において，時代に即したかたちで男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため，「第３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン」の見直しを行い，新たに「第４次芦

屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン（第２次芦屋市女性活躍推進計画を含む。）」を策定しました。

市民一人ひとりがその人らしく，生き生きと暮らせるまちを目指し，市民の皆さまをはじめ，国や県，様々

な関係機関等との連携・協働のもと，施策の推進を図ります。
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２．第３次芦屋市男女共同参画行動計画の数値目標の検証

基本目標 項目 
現計画策定時
（平成 23年度）

現状 
（平成 28年度）

目標 
（平成 28年度）

所管 

１

男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
向
け
た
意
識
改

革芦屋市男女共同参画推
進条例の 認知度

36.1％
（市民意識調査）

女性 40.2％

男性 32.3％

（市民意識調査）

50％以上 男女共同参画推進課 

市広報紙への啓発記事
の掲載

年 7回 年６回 年 8 回 男女共同参画推進課 

センター通信「ウィザス」
の認知度

21.6％
（市民意識調査）

女性 24.3％

男性 16.6％

（市民意識調査）

30％以上 男女共同参画推進課 

男女共同参画に関する
職員研修の実施

年 2回
新任研修 1回

全職員対象研

修 1回

新任研修 １回 

全職員対象研修 

１回 

人事課 

男女共同参画に関する
教職員研修の実施

年 2回 年２回 年 2 回以上
打出教育文化センタ

ー 

啓発リーフレットの作成・
配付

－
平成２７年度か

ら育児 BOOK

にコラムを掲載 

平成 27 年度 ま

でに 
男女共同参画推進課 

２

政
策
・
方
針
決
定
過
程
や

地
域
社
会
で
の
男
女
共
同
参

画
の
推
進

市附属機関等における女
性委員の割合

33.8％
（H23.4.1 現在）

３８．５％

（H28.4.1 現在）
40％以上 男女共同参画推進課 

市の主査級以上（一般事
務職・一般技術職）に占
める女性の割合

24.6％
(Ｈ23.４.１現在) 

２８．６％

（H28.4.1 現在）
増加 人事課 

チャレンジ相談の実施 年１回（試行） 年 3 回 年 1 回以上 男女共同参画推進課 

就労相談の実施 - 年 1 回 年 1 回以上

地域経済振興課 

男女共同参画推進課 

子育て推進課 

３

仕
事
と
生
活
の

調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ

イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）

の
促
進

「ワーク・ライフ・バランス」
と
いう言葉の認知度

59.4％
（市民意識調査）

女性 25.2％

男性 30.6％

（市民意識調査）

70%以上 男女共同参画推進課 

保育所入所定員
846 人

(Ｈ24.５.１現在)

H29.3 1211 人

H29.4 1271 人
1,000 人以上 子育て推進課 

土日開催事業の実施 年２回
男女 ７講座１６回

子育て ４回 
年３回以上

男女共同参画推進課 

子育て推進課 

４

◇
病児・病後児保育の実施

病後児保育
１箇所

病児・病後児保

育 1 箇所

病児・病後児保

育 各１箇所 
子育て推進課 

５

市
民
と
行
政
の
協
働
に

よ
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

芦屋市男女共同参画セ
ンターの認知度

33.1％
（市民意識調査）

女性 39.2％

男性 25.1％

（市民意識調査）

50%以上 男女共同参画推進課 

芦屋市男女共同参画セ
ンターの年間利用人数

4,172 人 6,398 人 5,000 人 男女共同参画推進課 

芦屋市男女共同参画セ
ンター講座の開催

年 10 講座 年 9講座 年 12 講座 男女共同参画推進課 

芦屋市男女共同参画セ
ンターの図書の貸出冊数

69 冊 90 冊 100 冊 男女共同参画推進課 

４◇個人が尊重され豊かな人生が送れる環境の整備（人権） ※現在（平成２８年度）の列の灰色の欄は未達成の項目

※未達成の項目から読み取れる課題は， 

・ 芦屋市男女共同参画推進条例の認知度を上げること 

・ 市附属機関等における女性委員の割合を増やすこと 

・ 「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の認知度を高めること 

・ 芦屋市男女共同参画センターの認知度を高めること などです。 
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第２章 

計画の基本的な考え方  
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１．計画の位置づけ

本計画は，「第４次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン」と称し，社会のあらゆる分野で男

女共同参画を推進していくために，本市が取り組むべき施策の基本的な方向を示します。 

また，本計画は，男女共同参画社会基本法第１４条第３項に基づく「市町村男女共同参画計画」に位置

づけられると同時に，芦屋市男女共同参画推進条例第９条第１項に規定する行動計画であり，基本目標の

５と６は，女性活躍推進法第６条第２項に基づく，市町村推進計画に該当します。 

「第４次芦屋市総合計画後期基本計画」においては，まちづくりの基本方針１「人と人がつながって新

しい世代につなげる」の実現をめざした分野別計画であり，重点施策です。 

本計画の策定にあたっては，国の「第４次男女共同参画基本計画」及び兵庫県の「ひょうご男女いきい

きプラン２０２０（第３次兵庫県男女共同参画計画）」等を勘案するとともに，本市の関連分野別計画と

の整合を図ります。 

芦
屋
市
総
合
計
画

男女共同参画基本計画 

配偶者からの暴力防止及び 

被害者の保護に関する法律 

（ＤＶ防止法） 

女性の職業生活における 

活躍の推進に関する法律 

（女性活躍推進法） 

男女共同参画社会基本法 

ひょうご男女いきいきプラン２０２０（第３次兵庫県男女共同参画計画）

芦屋市男女共同参画推進条例 

第４次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン 

（第２次芦屋市女性活躍推進計画を含む。） 

第２次芦屋市配偶者等からの暴力対策基本計画 

（第２次芦屋市DV対策基本計画） 

など

芦屋市子ども・子育て支援事業計画

第３次人権教育・人権啓発に関する総合推進指針

第３次芦屋市地域福祉計画

芦屋市子ども・若者計画
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２．計画の期間

本計画は，平成３０年度から平成３４年度までの５年間を計画期間とします。 

毎年，男女共同参画推進会議に計画の施策の実施状況を報告し，調査審議のうえ，進行管理を行います。 

３．計画の基本理念・めざす姿

本市においては，平成２１年３月２７日に「芦屋市男女共同参画推進条例」を施行しました。その中で

は，６つの基本理念（第３条）を掲げ，市と市民，事業者との協働で男女共同参画社会の形成に取り組む

としています。条例の基本理念を本計画の基本理念とし，「男女共同参画社会の実現」をめざします。 

４．男女共同参画社会とは

芦屋市男女共同参画推進条例においては，男女共同参画を「男女が，社会の対等な構成員として，自ら

の意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，

経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，ともに責任を担うことをいう」と，規定し

ています。 

平成１１年（１９９９年）に制定された「男女共同参画社会基本法」では，男女共同参画社会を「男女

が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，共

に責任を担うべき社会」（第２条）と定義しています。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んじられること，男女が直接的又は間接的であるかを問わず，性別に

よる差別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること その他の

男女の人権が尊重されることを旨とすること。 

 (2) 男女が，性別による固定的な役割分担意識に基づいた社会の様々な制度又は慣行によってその活動

が制限されることなく，自らの意思において多様な生き方を選択することができるように配慮するこ

と。 

 (3) 男女が，社会の対等な構成員として，様々な政策又は方針の立案及び決定に，共同して参画する機

会が確保されること。 

 (4) 家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，家庭生活における活動と職場，学校，地

域その他の社会生活における活動を両立して行うことができるようにすること。 

 (5) 男女共同参画の推進は，国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ，国際的

な理解と協調の下に行われること。 

 (6) 男女が，互いの性を尊重するとともに，その身体についての理解を深め，生涯にわたり共に健康な

生活を営むことができるように配慮すること。

基本理念（第３条） 
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なお，国の第４次男女共同参画基本計画においては，目指すべき社会を次の４つにまとめています。 

①男女が自らの意思に基づき，個性と能力を十分に発揮できる，多様性に富んだ豊かで活力ある社会  

②男女の人権が尊重され，尊厳を持って個人が生きることのできる社会  

③男性中心型労働慣行等の変革等を通じ，仕事と生活の調和が図られ，男女が共に充実した職業生活

その他の社会生活及び家庭生活を送ることができる社会  

④男女共同参画を我が国における最重要課題として位置付け，国際的な評価を得られる社会
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５．施策の体系

基本目標 基本課題 

１ 意識づくり 

男女共同参画社会の実現に向けた

意識づくり 

（１）男女共同参画推進に向けた広報・啓発の充実 

（２）男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 

2 仕組みづくり 

男女共同参画社会実現のための仕

組みづくり 

（１）社会・地域・家庭における男女共同参画の推進 

（２）災害時に助け合える体制づくり 

3 環境整備 

ひとりひとりが尊重される環境の

整備

（１）それぞれのライフステージに合った健康づくり 

（２）暴力やハラスメントを防ぎ，個人の尊厳を守る環境

整備 

４ 体制と拠点の充実 

市民や男女共同参画を推進する団

体との協働と支援

（１）推進体制の強化 

（２）男女共同参画センターの充実 

（３）市民や男女共同参画を推進する団体との協働と支援

５ 女性活躍推進計画 

すべての女性の活躍を推進 

（１）女性の希望をかなえる活躍のための支援 

（２）政策・方針決定過程への女性の参画 

６ 女性活躍推進計画 

仕事と生活の両立 

（１）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の

促進 

（２）子育てや介護を支える環境の整備 

※５と６は，【第２次芦屋市女性活躍推進計画】と位置付ける。 

※３（２）のうち，配偶者等からの暴力対策に関連する施策は【第２次芦屋市配偶者等からの暴力対策基

本計画】に含む。 
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第３章 

施策の展開  
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意識づくり 男女共同参画社会の実現に向けた意識づくり

NO 基本課題 具体的施策 

1 
男女共同参画推進に向けた広報・

啓発の充実 

一時保育付き事業・講座の実施 

男女共同参画センター通信「ウィザス」による啓発 

広報紙・ホームページ等多様な媒体を通じた広報・啓

発の推進 

男女共同参画推進条例の周知 

2 
男女共同参画の視点に立った教

育・学習の充実 

一時保育付き事業・講座の実施 [基本目標１基本課題

１の再掲] 

学校教育における子どもへの学習機会の確保 

子どもの将来を見通した自己形成促進のための啓発 

職員研修の実施 

教職員研修の実施 

基本目標１
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基本課題１ 男女共同参画推進に向けた広報・啓発の充実 

本市は，男女共同参画の施策の実施状況をとりまとめた，芦屋市男女共同参画行動計画ウィザ

ス・プラン進行管理調書 実績報告書・実施計画書（以下「進行管理調書」という）を，毎年，

作成し，公表しています。進行管理調書では，広報紙・ホームページ等多様な媒体を通じた広報・

啓発活動の推進については，「計画時の目標をほぼ達成した」と「計画時の目標以上に達成した」

などと評価していますが，芦屋市 男女共同参画に関する市民意識調査 調査結果報告書（以下「市

民意識調査」という）では，男女共同参画社会に向けた取組の認知状況において，「言葉も内容

も知っている」と「言葉をきいたことがある」を合わせた数値はいずれも低い値となっています。

最も高い「芦屋市男女共同参画推進条例」は３６．７％，次いで，「女性の悩み相談（心の悩み，

家事調停，法律相談）」は３５．５％，「芦屋市男女共同参画センターウィザスあしや」は３３．

２％となっており，低い認知状況であることが課題です。（Ｐ９２ 図表２６参照） 

男女共同参画が，子どもから高齢者に至る幅広い世代にいきわたり，浸透するように，それぞ

れの世代に効果的な方法を用いて，分かりやすい広報や親しみやすい啓発事業・講座を充実させ

ます。 

市民は，積極的に男女共同参画についての広報・啓発に関心を持つことが重要です。 

事業者等は，主体的かつ積極的に男女共同参画についての意識を高め，推進に努めることが必

要です。 

また，男女共同参画週間や国際女性デー等の機会をとらえ，継続的に啓発事業を行うことで，

男女平等・男女共同参画意識の醸成に努めます。広報活動においては，広報紙やホームページは

もとより，市民編集員による協力のもと，男女共同参画センター通信ウィザスを発行する等，積

極的に取り組むことで，引き続き，本市の地域性や特色に合った芦屋市独自の施策の実施に努め

ます。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
一時保育付き事業・講座の実

施 

・男女共同参画センター等で，一時保育付

き事業・講座を実施し，啓発を行う 
男女共同参画推進課 

２ 
男女共同参画センター通信

「ウィザス」による啓発 

・芦屋市独自の記事を掲載したセンター通

信「ウィザス」を季刊誌としてを発行・

配架 

男女共同参画推進課 

３ 

広報紙・ホームページ等多様

な媒体を通じた広報・啓発の

推進 

・広報あしややホームページ等多様な媒体

を利用し，男女共同参画に関する情報提

供や啓発を行う 

男女共同参画推進課 

４ 男女共同参画推進条例の周知
・講座や事業実施時に周知するとともに，

概要版を市内施設に配架 
男女共同参画推進課 

５ 
事業所等への男女共同参画の

周知 

・広報あしや特集号に掲載するなど，事業

所等へ男女共同参画を周知 
男女共同参画推進課 
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【ワークショップでの意見】 

●年齢の高い層や男性に浸透しやすい広報・啓発活動が必要。 

【平成２８年度市民意識調査から】 

●「男女共同参画社会に向けた取組の認知状況」では，「言葉も内容も知っている」と「言葉を

きいたことがある」を合わせて，「芦屋市男女共同参画推進条例」３６．７％，「女性の悩み相

談（心の悩み，家事調停，法律相談）」３５．５％，「芦屋市男女共同参画センターウィザスあ

しや」３３．２％の順の認知状況であり，５０％を超えない，低い認知度が課題です。（Ｐ９２

図表２６参照） 

●「様々な分野における男女平等感」では，「①家庭生活の場」「⑦法律や制度の上」は女性の

み，「②就職・雇用」「③職場の中（賃金・昇進等）」「⑥政治の場」「⑧社会通念や慣習，し

きたり等」「⑨社会全体」では男女ともに「平等である」より『男性優遇』の割合が上回ってい

ます。 

●すべての分野での「平等」感は女性より男性が高く，特に「①家庭生活の場」「⑦法律や制度

の上」では２０ポイント以上の開きがあり，男女の平等感に差があることがわかりました 

（Ｐ８１ 図表１４参照）。
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基本課題２ 男女共同参画の視点に立った教育・学習の充実 

市民意識調査では，「男の子は男の子らしく，女の子は女の子らしく育てるのがよい」につい

て男性は６７．７％，女性は４８．０％が『そう思う』（「そう思う」と「ややそう思う」の合

計）と回答し，家庭教育の中で，無意識のうちに固定的な性別役割分担意識を再生産している可

能性があること，また，男女で考え方の違いがあることがわかりました（Ｐ８４図表１８参照）。 

固定的な性別役割分担意識を解消し，対等な人間関係の中でお互いに協力して，あらゆる分野

に参画できる社会を築くために，教育・学習が果たす役割は大きなものです。 

家庭における教育は，子どもに与える影響が大きいことから，乳幼児健診時に配布する育児Ｂ

ＯＯＫに男女共同参画の視点に立った記事を掲載すること等で啓発を行ってきましたが，更なる

工夫のもと，その大切さが伝わるような啓発に努めます。 

学校教育においては，国は小中学校や高等学校において，家庭科の教科書に，男女共同参画の

頁を設けて学習を進めています。本市では，中学校１年生の生徒全員に配布する「進路の学習」

を活用し，性別にかかわらず多様な生き方を選択できること，そしてその大切さについて，学習

を行っていますが，継続して実施します。 

合わせて，子どもたちが自分らしく自由に将来の夢や希望が持てるよう，学校等で進路指導に

携わる教育関係者が，固定的な性別による考え方にとらわれず，子どもたち一人ひとりが主体的

に進路を選択する能力・態度を身に付けられる指導ができるよう，研修を充実して行きます。 

男女相互の理解と協力の重要性，家族や家庭生活の大切さの理解を深めるとともに，共に生き

る力を育む学校教育や社会教育を進めます。 

また，すべての市職員が男女共同参画の意義を理解し，率先して男女共同参画を推進すべき責

務を果たせるよう，職員に向けた啓発を積極的に行います。 

市民は，積極的に情報や知識を吸収し学習するとともに，子どもの将来を見通した，健やかな

自己形成に対する重要性を理解し，育むことが望まれます。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 

一時保育付き事業・講座の実

施 [基本目標１基本課題１

の再掲] 

・男女共同参画センター等で，一時保育付

き事業・講座を実施し，教育・学習を推

進 

男女共同参画推進課 

２ 
学校教育における子どもへの

学習機会の確保 

・小中学校の「家庭科」における男女共同

参画の学習 

・「進路の学習」を活用した学習の推進 

学校教育課 

・男女共同参画条例概要版を中学校に配布 男女共同参画推進課 

３ 
子どもの将来を見通した自己

形成促進のための啓発 

・乳幼児健診ごとに配布する育児ＢＯＯＫ

に啓発記事を掲載し，親に向けて啓発 
男女共同参画推進課 

・トライやるウイークによる啓発 学校教育課 

４ 職員研修の実施 
・人事課特別研修（専門研修）「男女共同

参画研修」 

人事課 

男女共同参画推進課 
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・新任職員研修 
人事課 

男女共同参画推進課 

５ 教職員研修の実施 ・新任職員研修 打出教育文化センター
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仕組みづくり 男女共同参画社会実現のための仕組みづくり 

NO 基本課題 具体的施策 

１ 
社会・地域・家庭における男女共

同参画の推進 

男女共同参画推進審議会の設置および開催 

地域における男女共同参画の促進 

事業・講座への参加による家庭での男女共同参画の推

進 

リーダー育成 

２ 災害時に助け合える体制づくり 

男女共同参画の視点に基づく地域防災計画の周知およ

び市民の参画 

阪神・淡路大震災等の経験や教訓の次世代への継承 

地域における防災活動への女性等の参画促進 

防災・減災についての情報提供 

災害時の要援護者支援の取組 

基本目標２
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基本課題１ 社会・地域・家庭における男女共同参画の推進 

活力ある地域社会を維持するには，あらゆる世代の市民が，性別を問わずそれぞれの希望

に応じて，社会・地域・家庭へ参加・参画できるような，男女共同参画社会を実現すること

が必要不可欠ですが，性別や世代の偏りなく，様々な市民がリーダーとして活動できるよう

に参画を促し，また，新たなリーダー育成を行う等，多様な視点を合わせ持つ地域社会を築

かなければなりません。本市においては，自治会等の地域活動の女性役員の登用率は，低い

状況にあることが課題です。男女を問わず多様な担い手が参画し，活動を継続していくこと

が必要です。 

また，家庭は人生において重要な生活の土台であり，家事，子育て，介護の場でもありま 

す。次世代を担う子どもたちにとっては，初めて出会う社会が家庭であり，家族みんなで

協力することの大切さについて学ぶ場でもあります。しかし，家庭生活においてはまだまだ

女性への負担が多い現状があり，家庭への男性の参画を促すことは大きな課題です。 

自治会・ＮＰＯ・ボランティア活動，家事・子育て，就労の場等において，一人ひとりが

その人らしく活躍できるよう，仕組みの構築や支援，情報提供等の取組を進めます。 

また，学識経験者や市民等で構成する男女共同参画推進審議会を設置し，本計画の進捗状

況やその方向性について審議・確認するとともに，着実な推進に役立てます。 

市民は，市の事業や講座を活用する等し，率先して地域や家庭への参画につなげて行くこ

とが期待されます。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
男女共同参画推進会議（審

議会）の設置および開催 

・進行管理調書を審議会で毎年報告し，審

議いただき，評価を公表 
男女共同参画推進課 

２ 
地域における男女共同参画

の促進 

・「あしや市民活動センター」における 

ＮＰＯ・ボランティア・自治会活動の相

談・支援・参加促進や講座等の実施 

市民参画課 

・ボランティア活動への支援 地域福祉課 

３ 

事業・講座への参加による

家庭での男女共同参画の推

進 

・家族で参加しやすい土日開催事業を実施 男女共同参画推進課 

４ リーダー育成 
・兵庫県等と連携し，男女共同参画を推進

するリーダーを育成 
男女共同参画推進課 
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【ワークショップでの意見】 

●自治会・ＰＴＡ・町内会等に参加しやすい政策が必要。参加しやすいイベント等を企画する際に

は助成するというような施策があるといい。 

●就学前の家庭での教育が必要。家庭の中で家庭が助け合って生活していることが大切。 

【平成２８年度市民意識調査から】 

●男女の平等意識に関する分野において，『男性優遇（「男性が優遇されていると思う」と「どちら

かといえば男性が優遇されている」の合計）』意識は，高い順に上げると，「社会通念や慣習，し

きたり等」（７３．７％），「社会全体」（６７．４％），「職場の中（賃金・昇進等）」（６５．２％）

などとなっています。一方。「平等である」の割合が高い項目としては，「学校教育の場」（６１．

６％），「地域活動の場」（４７．９％），「家庭生活の場」（４０．７％）などとなっています 

（Ｐ８１ 図表１４参照）。 
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基本課題２ 災害時に助け合える体制づくり 

本市は，阪神・淡路大震災を経験した自治体です。 

このような災害時には，年齢，障がいの有無等，様々な社会的立場によって受ける影響が

異なり，また，地域での連携や，市民どうしで助け合うことの大切さ，平常時における社会

の課題が一層顕著になって現れました。この経験を決して忘れず，教訓を生かし，災害時に

助け合える体制を備えた防災・減災への取組を進めます。 

  平常時から男女共同参画をはじめとする多様な視点を持つことが，防災・復興を進める基

盤となること等の研究を踏まえ，災害時に助け合える体制づくりに取り組むことが大切です。 

  芦屋市地域防災計画等に基づき，「各自・各家庭で自らが対策をとること」（自助）を防

災の基本としたうえで，女性の視点を反映させた「避難所開設マニュアル」を作成する等，

災害への備えについて，引き続き取り組んで行きます。高齢者，障がいのある人，乳幼児を

伴う家族，外国人等，立場の異なる市民が持つ課題の違いを認識できるよう，防災訓練の実

施や女性の参画を促す取組を行います。 

また，市民はこれに自主的に参加・参画し，日頃から地域防災の重要性についての意識を

持つことで，地域防災の基盤強化に努めます。    

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 

男女共同参画の視点に基づく

地域防災計画の周知および市

民の参画 

・広報紙，ホームページ，講座等で地域防

災計画等を周知し，市民の参画意識を促

進 

防災安全課 

２ 
阪神・淡路大震災等の経験や教

訓の次世代への継承 

・経験や教訓を次世代に継承するため，講

座等であらゆる世代に伝承する 

防災安全課 

男女共同参画推進課 

３ 
地域における防災活動への女

性等の参画促進 
・女性消防団員の活性化の促進 消防本部総務課 

４ 防災・減災についての情報提供
・兵庫県が作成する防災・減災に関するパ

ンフレットの配架 
男女共同参画推進課 

５ 災害時の要援護者支援の取組 

・災害時の要援護者支援の取組 高齢介護課 

障害福祉課 

地域福祉課 

・地区防災計画の充実 防災安全課 
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環境整備 ひとりひとりが尊重される環境の整備 

NO 基本課題 具体的施策

１
それぞれのライフステージに合っ

た健康づくり 

性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ）に関する啓発 

妊娠，出産にかかわる保健対策の実施 

生涯にわたる健康支援対策の実施 

年齢や性別に応じた健康診査，健康相談の実施 

年齢に応じた性教育の充実 

２
暴力やハラスメントを防ぎ，個人

の尊厳を守る環境整備 

「女性に対する暴力をなくす運動」の開催 

女性相談の実施 

相談機関の情報提供 

市民相談の実施 

職員に対するハラスメント防止の啓発 

教職員に対するハラスメント防止の啓発 

基本目標３
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基本課題１ それぞれのライフステージに合った健康づくり 

市民意識調査では，「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」を見聞きした割合は，男女と

もに５％未満と極めて低い割合となっており，浸透に向けた施策の推進が必要であることが

分かりました（Ｐ９３ 図表２７参照）。 

男女が生涯にわたって心身ともに健康で充実した生活を送ることは，すべてに関しての基盤

となる大変重要なことです。 

   性別による身体的性差，また年齢によってもその違いは現れることがあります。自身の身

体はもとより，男女がお互いの身体に対して正しい情報と理解を持つことが，思いやりのあ

るライフプランの設計に繋がります。「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関

する健康）」の概念を念頭に置き，男女の健康に対する理解の促進に努めます。 

 関係機関との連携のもと，健康に関する適切な知識・情報の提供，疾病予防等総合的な健康

づくりを進めます。 

  市民は，それぞれが，自身の健康管理とライフステージに応じた健康づくりに主体的に取

り組むことで，心身の健康を大切にすることが必要です。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 

性と生殖に関する健康と権利

（リプロダクティブ・ヘルス／

ライツ）に関する啓発 

・健康講座において性と生殖に関する健康

と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツ）に関する啓発を行う 

男女共同参画推進課 

２ 
妊娠，出産にかかわる保健対策

の実施 

・妊娠期から産後４か月までの各種事業に

よる訪問・教育・相談・指導等の実施 

・妊婦健康診査費等助成事業の実施 

健康課 

３ 
生涯にわたる健康支援対策の

実施 

・健康相談，保健相談，妊産婦相談・育児

相談の実施 

健康課 

４ 
年齢や性別に応じた健康診査，

健康相談の実施 

・特定健康診査，健康チェック，骨粗しょ

う症検診，各種がん検診などの実施 

健康課 

５ 年齢に応じた性教育の充実 
・小中学校の教育課程に位置付けた性教育

の推進 
学校教育課 

【男女共同参画にかかる統計データ】 

●女性特有の病気である「乳がん」「子宮頸がん」の受診率は，平成２７年度でそれぞれ７．６％，

１０．２％にとどまっています（Ｐ７９ 図表１０参照）。 
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基本課題２ 暴力やハラスメントを防ぎ，個人の尊厳を守る環境整備 

  配偶者等からの暴力＊（ドメスティック・バイオレンス。以下「ＤＶ」という。），スト

ーカー行為＊，セクシュアル・ハラスメント等のハラスメント，性犯罪，売買春，人身取引

＊等は，犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり，こうした暴力の根絶を図ることは， 

男女共同参画社会を形成していく上で，克服すべき重要な課題です。 

  また近年は，ソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）＊等の多様なコミュニケ

ーションツールの広がりに伴い，特に若年層において交際相手からのデートＤＶ＊による被

害が深刻化しています。 

女性に対する暴力を根絶するため，その根本にある女性差別・軽視の意識を解消するとと

もに，暴力を容認しない意識の深化，暴力根絶のための基盤づくりの強化を図ります。 

また，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号。

以下「配偶者暴力防止法」という。）に基づく，第２次芦屋市配偶者等からの暴力対策基本

計画（以下「第２次芦屋市ＤＶ対策基本計画」という。平成３０年度から５年間の計画）の

内容を，周知徹底するとともに，様々な暴力の形態に応じた相談機関の情報提供や，相談し

やすい体制の整備等への総合的な取組を進めます。 

ハラスメント防止については，市をはじめとする事業者等は，啓発や情報提供等の取組を

自主的に行うことで，いかなるハラスメントも許さない環境整備に努める必要があります。 

また，市民においても，個々人が，ハラスメントを生まない意識のもとで行動することが

大切です。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
「女性に対する暴力をなくす

運動」の開催 

・「女性に対する暴力をなくす運動」キ

ャンペーンを実施 
男女共同参画推進課 

２ 女性相談の実施 

・心の悩み相談 

・家事調停相談 

・法律相談 

男女共同参画推進課 

３ ストーカー行為の相談 
・ＤＶ相談室 

・女性相談 
男女共同参画推進課 

４ 相談機関の情報提供 
・庁内他専門相談機関についての情報提

供 
男女共同参画推進課 

５ 市民相談の実施 
・法律相談や家事相談等の市民相談の実

施 
お困りです課 

６ 特設人権相談の実施 

・セクシャルハラスメント，プライバシ

ーの侵害，インターネット上での誹謗

中傷，差別を受けたなどの相談 

人権推進課 

７ 
職員に対するハラスメント防

止の啓発 

・リーフレットの配布や研修の実施によ

るあらゆるハラスメント防止の啓発 
人事課 
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８ 
教職員に対するハラスメント

防止の啓発 

・研修の実施によるあらゆるハラスメン

ト防止の啓発，および相談体制の整備 
教職員課 

９ 
男女共同参画の視点からのハ

ラスメント防止への啓発 

・広報あしや特集号等による，男女共同

参画の視点からのハラスメント防止への

啓発 

男女共同参画推進課 

【平成２８年度市民意識調査から】 

●セクシュアル・ハラスメントの被害は，「自分自身が被害にあったことがある」「友人や職場の

仲間等，自分の周りに被害にあった人がいる」の合計は，女性９．１％・男性５．５％。ＤＶ被

害については，「大声でどなられたり，ことばによる暴力をあびせられた」では，女性１５．０％・

男性６．５％のほか，「何を言っても無視され続けた」「金銭的な依存や強要を受けた」「交友

関係や電話・メールを細かく監視された」の合計は，女性２０．４％・男性１２％の割合です。

●ＤＶの被害相談について，約半分（４８．７％）が「どこ（だれ）にも相談しなかった」と回答

しています。相談相手としては，「友人・知人」（２６．９％），「家族や親戚」（２１．２％）

が高くなっており，公的機関を活用する割合は，極めて低くなっています。 
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体制と拠点の充実  

市民や男女共同参画を推進する団体との協働と支援

NO 基本課題 具体的施策

１ 推進体制の強化 

進行管理調書の作成，評価，公表 

庁内推進体制等の充実 

男女共同参画に関する調査・研究 

市民ニーズや意識の把握 

２ 男女共同参画センターの充実 

男女共同参画センターの認知度を高めるための取組 

センターの運営体制の充実と使いやすさへの取組 

男女共同参画啓発誌 センター通信ウィザスによる広

報 [基本目標１基本課題１の再掲] 

男女共同参画図書コーナー等の充実 

３
市民や男女共同参画を推進する団

体との協働と支援 

男女共同参画登録団体の増加 

男女共同参画団体協議会の充実 

活動団体のネットワークづくりへの支援 

男女共同参画を推進する市民や市民活動団体の参画と

協働の推進 

基本目標４ 
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基本課題１ 推進体制の強化 

  本市では，平成２１年３月に「芦屋市男女共同参画推進条例」を制定しました。男女共同

参画の推進を主要な施策と位置付け，市の責務，市民の責務，事業者の責務を明示するとと

もに，男女共同参画の基本理念にのっとり，総合的かつ計画的な施策の推進を図っています。 

  また，女性の活躍推進についての施策も含めた，男女共同参画推進施策を円滑かつ総合的

に企画・調整し，実効性のあるものとして実施するために必要な，男女共同参画推進本部会

議，幹事会や所管課の推進体制の整備に加えて，更に充実をはかります。 

  今後も，計画に基づく施策の実施状況をとりまとめた年次報告書として，実績報告と次年

度の実施計画を内容とする進行管理調書を作成し，男女共同参画推進審議会において報告し，

審議・公表します。 

これらの取組を継続して行い，市としての認識を共有することで推進体制を強化していき

ます。 

市民においても，意識調査の結果報告書等に関心を持ち，本市の男女共同参画の現状を把

握することで，これからの男女共同参画推進に生かしていくことが望まれます。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
進行管理調書の作成，評価，

公表 

・毎年，全庁的な男女共同参画推進の，実

績報告と実施計画を内容とする，進行管

理調書を作成し，評価を公表 

・審議会で毎年報告し，審議いただき，評

価を公表 

男女共同参画推進課 

２ 庁内推進体制等の充実 

・推進本部（幹事会を含む）の推進本部体

制の充実 

・庁内推進体制の充実 

・担当課を含む組織体制の強化 

男女共同参画推進課 

３ 
男女共同参画に関する調査・

研究 

・男女共同参画に関する市民意識調査や，

職員意識調査を定期的に行い，調査結果

を，国や兵庫県と比較して研究 

男女共同参画推進課 

４ 市民ニーズや意識の把握 
・事業や講座等でアンケートを実施し，ニ

ーズ等を把握 
男女共同参画推進課 
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基本課題２ 男女共同参画センターの充実 

  男女共同参画センター ウィザスあしや（以下「センター」という。）は，男女共同参画に

関する相談，学習，意識啓発，人材育成，情報提供，および市民活動団体の活動やネットワ

ークづくりの支援等を行っています。男女の自立，女性のエンパワメント＊，女性の活躍の

加速や，男性の生き方の変革等に向け，男女共同参画・男女平等意識の醸成を図るための重

要な拠点です。 

しかし，市民意識調査におけるセンターの認知度（「言葉も内容も知っている」と「言葉

を聞いたことがある」の合計）は，女性 ３９．２％ 男性 ２５．１％で，前回の平成２３

年度市民意識調査の，女性 ４０．０％ 男性 ２３．２％と比べ，ほとんど変化がない調査

結果が出ています。（Ｐ９２ 図表２６参照）。 

  市では，男女共同参画推進条例において，市や市民等が男女共同参画の取組を行うための

総合的な拠点施設を整備するものと，規定しています。 

男女共同参画社会の実現は，市のみで実現するものではなく，市民が自ら気づき，行動する

ことで実現します。 

センターの年間利用者数は年々増加していますが，新分庁舎への移転を機会に，更なる総

合的な取組を進め，より多くの市民が集い活動できる場をつくります。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
男女共同参画センターの認知度

を高めるための取組 
・見やすいパンフレットの作成 男女共同参画推進課 

２ 
センターの運営体制の充実と使

いやすさへの取組 

・組織体制の強化 

・利便性の高い予約システムの導入 
男女共同参画推進課 

３ 

男女共同参画啓発誌 センター通

信ウィザスによる広報 

[基本目標１基本課題１の再掲] 

・センター通信ウィザスにより，セン

ターの事業・講座を広報し，周知 
男女共同参画推進課 

４ 
男女共同参画図書コーナー等の

充実 

・男女共同参画図書コーナーの貸出し

資料の充実 

・男女共同参画関係配架資料の充実 

・男女共同参画についてのお知らせの

配架と情報提供 

男女共同参画推進課 



28 

【ワークショップでの意見】 

●「男女共同参画センター ウィザスあしや」や「芦屋市男女共同参画行動計画 ウィザス・プラ

ン」は市民に認知されていないことから，広報が重要である。 

【平成２８年度市民意識調査から】 

●男女共同参画センター ウィザスあしやの認知度（「言葉も内容も知っている」と「言葉を聞い

たことがある」の合計）は，女性 ３９．２％ 男性 ２５．１％で，前回の平成２３年度市民

意識調査は，女性 ４０．０％ 男性 ２３．２％で，ほとんど変化がありません（Ｐ９２ 図

表２６参照）。 

【平成２８年度職員意識調査】 

●男女共同参画社会に向けた取組の認知状況では，「男女共同参画センターウィザスあしや」を

知っている（「言葉も内容も知っている」と「言葉を聞いたことがある」の合計）は，６７．

０％であり，「知らない・聞いたことがない」職員が３０．３％いました（Ｐ９７ 図表３３

参照）。
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基本課題３ 市民や男女共同参画を推進する団体との協働と支援 

市民意識調査では，市民活動（地域活動）に「参加したことがない」「参加したくない」

理由としては，「仕事が忙しい（３６．３％）」，「どんな活動があるかわからない（３５．

４％）」となっており，市民活動（地域活動）への消極的な姿勢が見えることが課題です。 

センターに登録をした男女共同参画を推進する団体（以下，「男女共同参画団体」という。）

は，男女共同参画登録団体として，男女共同参画に関する学習，研究，講座の実施等の活動

を行っています。また，活動の発表，団体間の交流や啓発を目的とした「ウィザスあしやフ

ェスタ」を，市との協働で開催しており，今後も継続して行きます。 

この他にも，市民企画講座を募集し，支援する等，市民・男女共同参画団体・市が共に取

り組む環境の整備を進めています。 

市民や男女共同参画団体は，これらの取組に参加・参画することを通じて，男女共同参画

の推進に努めなければなりません。 

  男女共同参画社会の実現に向け，一歩一歩着実に歩みを進めるためには，すべての立場の

人たちの協働が不可欠という視点に立ち，それぞれが問題を提起し，解決策を探ることので

きる機会を設けます。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
男女共同参画登録団体の増加 ・男女共同参画フェスタにおいて広報 

・男女共同参画団体協議会と連携した広報

男女共同参画推進課 

２ 
男女共同参画団体協議会の充

実 
・組織体制の強化 男女共同参画推進課 

３ 

活動団体のネットワークづく

りへの支援 

・男女共同参画団体協議会の事務局の担当

や，団体交流スペースを設けて，ネットワ

ークづくりを支援 

男女共同参画推進課 

４ 

男女共同参画を推進する市民

や市民活動団体の参画と協働

の推進 

・市民企画講座の実施 男女共同参画推進課 

・芦屋市市民参画協働推進会議の実施 

・「あしや市民活動センター」における市

民活動の相談・講座・交流会・情報提供 

市民参画課 
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女性活躍推進計画 すべての女性の活躍を推進 

NO 基本課題 具体的施策

１
女性の希望をかなえる活躍のた

めの支援 

女性の活躍推進に向けた広報・啓発 

女性のためのキャリアプラン支援 

女性の活躍（就労，地域活動等）のための相談 

スキルアップのための講座の実施 

就労・起業等の支援 

能力発揮のための機会及び場の提供

２
政策・方針決定過程への女性の参

画 

事業所等への働きかけ 

地域における女性リーダーの育成・支援 

市附属機関等における男女共同参画の推進 

男女職員の職域拡大及び 

意識・資質向上のための研修参加の促進 

女性職員の管理職等への積極的登用 

女性職員のキャリア形成支援の推進 

女性教職員の管理職等への登用

基本目標５
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基本課題１ 女性の希望をかなえる活躍のための支援 

女性の就労は増加傾向にあり，本市においても平成27年の国勢調査では，共働き世帯数が片働き

世帯数を超える逆転現象となりました。（Ｐ７７ 図表７参照）  

しかし，本市の労働力率は 20 歳代では高いものの，30 歳代以降の落ち込みは激しく，30 歳代

後半では全国平均を大きく下回る低い水準にあります。一方で，30 歳代，40 歳代の女性の就労意

向率は高く，就労を希望する女性の望みが十分かなえられているとは言えません。（Ｐ８７ 図表２

１参照） 

また，未就労の理由を「家事・育児・介護に専念したいから」「経済的に働くことを必要としない

から」「ボランティアなどをしているから」「家事・育児・介護を担わざるを得ないから」と回答した

割合が高くなっています。女性の活躍については，就労はもとより，家事・育児・介護はもちろん，

地域活動などのボランティア活動も含めた，広い視点で考えます。 

本市では，女性の活躍を推進するため，担当部署を新たに設置しました。また，「女性活躍推進会

議」を開催し，就労をはじめ様々な分野で活躍する女性を応援する事業を行っていきます。 

女性は家族や友人等の周りの人を尊重すると同時に自己をも大切にし，希望を持って前向きな生活

を送るよう努めることが必要です。 

すべての女性が自らの意志によって，それぞれのライフステージにおけるあらゆる場面において，

個々の能力を発揮し，自らの希望をかなえ，いきいきとした生き方ができるまちを目指します。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
女性の活躍推進に向けた広

報・啓発 

・活躍推進イベントの実施 

・相談や講座，イベントに関する情報提供

・女性活躍推進法，育児休業・介護休業制

度等の関係する法律や制度をわかりや

すく説明，情報提供 

・女性活躍推進会議の実施 

男女共同参画推進課 

２ 
女性のためのキャリアプラン

支援 

・職業生活を含めたキャリアプラン講座の

開催 

・産休・育休からの復帰準備講座の開催 

男女共同参画推進課 

３ 
女性の活躍（就労，地域活動

等）のための相談 

・活躍相談の実施 

・心の悩み，法律，家事調停相談の実施【再

掲】 

男女共同参画推進課 

４ 
スキルアップのための講座の

実施 

・パソコン講座の実施 

・自己分析やコミュニケーション講座等の

実施 

上宮川文化センター 

男女共同参画推進課 

５ 就労・起業等の支援 

・就労・起業のための情報収集 
男女共同参画推進課 

子育て推進課 

・就労・起業のための相談の実施 
男女共同参画推進課 

地域経済振興課 
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・就労・起業のためのパソコン講座等の実

施 
男女共同参画推進課 

６ 
能力発揮のための機会及び場

の提供

・市民企画講座の実施【再掲】 男女共同参画推進課 

・事業等への参画の促進 
市民参画課 

男女共同参画推進課 

・女性のネットワークづくりの促進 男女共同参画推進課 

【ワークショップでの意見】 

●女性自身の中にも被害者意識というか，女性だから…弱い。下に見られる。という意識がある。 

【平成２８年度市民意識調査 自由意見から】 

●もっと女性の意識の底上げが必要。 

●適材適所が認められる社会となることが大切。 

●性別に関係なく，仕事が好きなら社会で，家庭に入りたい人は家事・育児で活躍できるのが望まし

い。 
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基本課題２ 政策・方針決定過程への女性の参画 

「男女の平等意識」についての市民意識調査では，すべての分野において，「男性が優遇されてい

る」「どちらかといえば男性が優遇されている」という「男性優遇意識」が「女性優遇意識」を上回

っています。    

また，地域活動や政治の場での「男性優遇意識」の高い層で，女性が「参画できていない」と回答

した割合が他の層に比べて高くなっていることからも，政策・方針決定過程への女性の参画の推進は

必要です。（Ｐ９１ 図表２５参照） 

平成 28年度における，本市職員の管理監督職（課長級以上）の女性の割合は，全国市区町村平均

13.5％，兵庫県市区町村平均 14.6％を大きく上回り 29.3％となっており，一定の成果がでていま

す。しかし，芦屋市特定事業主行動計画の目標値は平成31年度までに30％以上としていますので，

引き続き，女性職員の意識・資質の向上と合わせて，管理職への登用を進めます。市の附属機関等に

おける女性委員の割合は，第３次芦屋市男女共同参画行動計画の目標値 40％以上を目指し，取組を

進めた結果，38.5％となり，全国や県の平均値を 10％以上上回り，概ね上昇傾向にはありますが，

目標値の達成はできていません。（Ｐ７５ 図表３，Ｐ７４ 図表２参照）。 

方針を決める場面で，様々な人が自分の考えや意見を言えることは，誰もが暮らしやすい社会をつ

くることにつながります。性別や年齢，社会的な立場などにかかわらず，責任を分かち合いながら互

いを認め合い，個性と能力を十分に発揮できることの重要性や効果の啓発を進めます。 

また，市民や事業者等は男女共同参画の推進に関する理解を深め，市の実施する関係施策に協力す

るよう努めることが必要です。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 事業所等への働きかけ 

・働きやすい職場づくりや男女共同参画の

視点で活動する事業所や地域活動団

体・市民活動団体等に対しての顕彰 

男女共同参画推進課 

２ 
地域における女性リーダーの

育成・支援 

・地域活動団体・市民活動団体に対して政

策・方針決定過程への女性の参画の働き

かけ 

市民参画課 

男女共同参画推進課 

３ 
市附属機関等における男女共

同参画の推進 

・女性委員比率４０％を目標に積極的な男

女共同参画推進 
附属機関等所管課 

４ 

男女職員の職域拡大及び 

意識・資質向上のための研修

参加の促進 

・職員の適性や希望を勘案し，適材適所に

人事配置 

・政策立案・遂行能力を高める研修 

・女性職員のキャリア形成支援の推進 

人事課 

５ 
女性職員の管理職等への積極

的登用 

・職務遂行能力，適性等を総合的に判断し

た職員の適正な配置 

人事課 

６ 
女性職員のキャリア形成支援

の推進 

・女性職員のキャリア形成支援のための取

組の充実 

・育児休業中の支援 

人事課 
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７ 
女性教職員の管理職等への登

用 
・教員の管理職登用試験の受験奨励と推薦 教職員課 

【ワークショップでの意見】 

●管理職を勧めてもなりたがらない女性が多い。理由は何なのか。女性のモチベーションをあげ

る必要がある。 

●自治会活動の場では，会長は男性，その他の役は女性という図式がある。 

【平成２８年度市民意識調査 自由意見から】 

●管理職を目指す女性のチャンスを奪うことはもちろんですが，仕事のできない意欲もない男性

を年数だけで昇進させるのも間違っていると思います。女性に対しては起こりえないことです。

●女性の地位向上については，過保護にならないよう注意が必要。今は，男性社会から譲っても

らっているだけで，女性の力で勝ち取ったと言えるほどのものではないように思う。 

●今や生物学的「男女」が，個人の性とイコールにならない時代です。何かにつけて性別で区別

して対処していくのではなく，社会の一構成員としての責任と自覚を全員に促していくことが

必要
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女性活躍推進計画 仕事と生活の両立 

NO 基本課題 具体的施策

１
仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）の促進 

ワーク・ライフ・バランスの意味や考え方の普及 

男性の育児や家事への積極的参加のための啓発や学習

機会の提供 

地域活動への支援及び 

男性の参加促進のための働きかけ 

ワーク・ライフ・バランス実現のための講座の実施

市職員の意識啓発 

芦屋市女性職員の活躍推進に向けた行動計画（特定事

業主行動計画）の実践 

２ 子育てや介護を支える環境の整備

就学前の子どもへの支援

子育て家庭に対する情報提供や啓発 

放課後の児童への支援 

（放課後児童健全育成事業の実施） 

多様な保育サービスの充実 

事業・行事への積極的参加の促進 

地域での子育て支援 

子育て及び育児相談の実施

地域で支えるしくみ（地域包括ケア）の推進

在宅福祉サービス，施設福祉サービスの実施

多様な働き方の促進 

基本目標６
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基本課題１ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の促進 

市民意識調査によると，仕事と生活の調和を意味するワーク・ライフ・バランスと言う言葉の認知

度はまだまだ低く引き続き啓発が必要です。しかし，日々の暮らしの中での時間の使い方については，

「仕事と生活をバランスよく」を希望する人の割合が最も多く，７割を超えている一方，現実は「仕

事を優先」が半数を占め最も多くなっています。（Ｐ８８図表２２参照） 

女性が結婚や出産，子育てを理由に，就労や地域活動をあきらめることなく活躍し続けるには，働

き方の見直しや，固定的な役割分担意識などにとらわれず，家事や育児，地域へ参加すること必要で

す。ワーク・ライフ・バランスの促進は，男性の家事や育児，地域への参加を可能にし，結婚や出産

のしやすい環境づくりにもつながります。 

広く市民にワーク・ライフ・バランスの啓発を行い，その実現を促します。また，女性職員の活躍

推進に向けた行動計画（特定事業主行動計画）を推進する中で，職員に対し長時間労働の抑制や育児

休暇の取得促進など，率先してワーク・ライフ・バランスの促進を行います。 

市民及び事業者等はワーク・ライフ・バランスの意味や考え方を理解し，市の行う関係施策に協力

するとともに，ワーク・ライフ・バランスの実現を意識した働き方や生活を心がけることが大切です。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 
ワーク・ライフ・バランスの

意味や考え方の普及 

・多様な媒体を活用した様々な年代に向け

た啓発と情報提供 
男女共同参画推進課 

２ 

男性の育児や家事への積極的

参加のための啓発や学習機会

の提供 

・男性のための育児講座や料理教室などの

実施 
男女共同参画推進課 

・男性向けの地域活動に関する講座等の開

催 
市民参画課 

・PTA活動への男性の参加促進 生涯学習課 

３ 

地域活動への支援及び 

男性の参加促進のための働き

かけ 

・「芦屋市民活動センター」におけるＮＰ

Ｏ・ボランティア・自治会活動の相談・

支援・参加促進や講座等の実施 

市民参画課 

・ボランティア活動への支援 地域福祉課 

４ 
ワーク・ライフ・バランス 

実現のための講座の実施 
・パートナーとのコミュニケーション講座 男女共同参画推進課 

５ 市職員の意識啓発 
・リスクマネジメントから見たワーク・ラ

イフ・バランスの啓発 
人事課 

６ 

芦屋市女性職員の活躍推進に

向けた行動計画（特定事業主

行動計画）の実践

・市職員の年次有給休暇等の取得促進 

・市職員の時間外勤務等，長時間労働の抑

 制 

・市男性職員への育児休業や出産補助休

暇，介護休暇の取得促進 

人事課 
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【ワークショップでの意見】 

●家事・育児・介護など女性の家庭での役割の比重が大きすぎるのではないか。 

●男女間での家事・育児に意識格差がある。男性には，ゴミ出しをしただけでも，家事をやった意

識がある。ゴミ出しは家事のほんの一部にしか過ぎない。 

●男性の家事・育児参加に対する意識が低い。 

【平成２８年度市民意識調査 自由意見から】 

●今後，共働きの家庭が増えると，本当に男性の理解があってこそ，家庭を守っていけるのではな

いでしょうか。 

●女性が社会で活躍するには，配偶者などパートナーとの理解を深めることがポイントです。 

●労働時間短縮などの働き方の見直しも重要ですが，産休・育休・復職後も定時で退社できる環境，

会社の意識改革・受け入れ体制，上司・同僚の理解が必要
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基本課題２ 子育てや介護を支える環境の整備 

近年，子育てや介護にかかわる環境の整備は，国の法や制度の整備に伴い，本市においても取組が

進められているところです。 

しかし，子育てや介護と働くことの両立を希望する人が，それを実現するためには、子育てや介護

を支える環境整備を一層進める必要があります。（P９０ 図表２４参照）すべての市民が暮らしやす

く、働きやすい社会を作るためには、子育てや介護など，様々なライフイベントに対応可能な，在宅

ワークやフレックスタイム制度等，柔軟で多様な働き方を進め，時間を有効に活用するなどの工夫が

必要です。 

また，介護は誰もが直面しうる課題です。介護する人と，される人という構図ではなく，地域全体

で支える仕組みが必要です。 

仕事と子育てや介護の両立を，地域はもとより社会全体で支える意識や環境づくりを進めます。 

市民は，子育てや介護の問題に対し，傍観者となることなく，自分自身の問題として考え，地域で

育て，守り，支える意識を持つことが大切です。 

Ｎｏ 具体的施策 内容 所管 

１ 就学前の子どもへの支援 ・子ども子育て支援事業計画の策定 子育て推進課 

２ 
子育て家庭に対する情報提供

や啓発 

・講演会の実施及び情報提供 

・子育て支援情報の提供 

子育て推進課 

・プレ親教室（パパママ教室，沐浴教室，

マタニティ＆クッキング）の実施 

健康課 

３ 

放課後の児童への支援 

（放課後児童健全育成事業の

実施） 

・留守家庭児童会の運営 青少年育成課 

４ 多様な保育サービスの充実 

・待機児童の解消に向けた取組 

・延長保育 

・一時預かり事業 

・統合保育 

・病児病後児保育の実施 

・ファミリーサポートセンター事業 

子育て推進課 

５ 
事業・行事への積極的参加の

促進 

・家族で参加しやすい土日開催事業を実施

【再掲】 

男女共同参画推進課 

子育て推進課 

６ 地域での子育て支援 

・保育所：園庭開放・体験保育 

・つどいのひろば・なかよしひろば・カン

ガルークラブ・自主活動グループ・あ

い・あいるーむの実施 

子育て推進課 

７ 子育て及び育児相談の実施 
・子育て相談 子育て推進課 

・育児相談 健康課 
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８ 
地域で支えるしくみ 

（地域包括ケア）の推進 

・医療・介護・予防・住まい・生活支援サ

ービスが連携した包括的な支援の構築 
高齢介護課 

９ 
在宅福祉サービス，施設福祉

サービスの実施 
・地域密着型サービスの充実 高齢介護課 

１０ 多様な働き方の促進 
・フレックスタイム制度や在宅ワークなど

の多様な働き方の提案・促進に努める 

地域経済振興課 

男女共同参画推進課 

【ワークショップでの意見】 

●親の介護だけではなく，夫婦でも互いに介護する時代になっている。男性も否応なく家事・介護に関

わらざるを得なくなる。 

●介護サービスの低価格化が必要」 

●在宅勤務やネット活用など，働き方の変革が必要 

【平成２８年度市民意識調査 自由意見から】 

●女性の妊娠・出産を社会全体で考えることが重要です。これだけは，女性にしかできません。女性だ

けのことですが，これを男女一緒のことと考えられるようになれば良いと思います。
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資 料 



41 

１．計画の策定経過

本計画の策定にあたっては，市民・学識関係者・関係団体等の代表者等で構成される「芦屋市女性活

躍推進会議」及び「芦屋市男女共同参画推進審議会」，市長を本部長とする「芦屋市男女共同参画推進

本部」等において，本計画の基本的な考え方や施策の検討を行っています。 

 また，一方で市民と職員を対象に意識調査を行い，ワークショップやパブリックコメントを通じて意

見募集や集約を行っています。 

年度 月 市民参画手順 会議 審議会 幹事会 本部会 PT 備考 

28 

4 

5 

6 

7 第 1回 
（7 / 4）

第 1回 
（7/12）

第 1回 
（7/19）

8 

9 

10 第 2・3回
（10/6・31）

第 2回 
（10/13）

第 2回 
（10/17）

11 第 3回 
（11/7）

第 3回 
（11/11）

12 第 4回 
（12/22）

1 第 4回 
（1/12）

第 4回 
（1/23）

2 

3 第 1回 
（3/22）

29 

4 ①～③

5 ④～⑧

6 ⑨～

7 第 1回 
（7/19）

第 1回 
（7/20）

第 1回 
（7/28）

第 1回 
（ 8 / 7 ）

・委嘱式
・進行管理調書，意識調査，ワークショッ
プの報告

8 

9 

10 第 2回 
（10/4）

第 2回 
（10/11）

第 2回 
（10/20）

第 2回 
（10/30）

・骨子案，素案の検討

11 第 3回 
（11/●）

第 3回 
（11/●）

第 3回 
（11/●）

・原案の検討

12

1 

2 第３回 
（２/●）

第４回 
（２/●）

第４回 
（２/●）

第４回 
（２/●）

・案の確認

3 

ワークショップ開催(内容)
①7/1 (女性活躍) 
②7/4 (男女共同参画)
③7/11(DV) 

現
況
把
握

課
題
検
討

調
査
分
析

市民意識調査
（8/18～8/31） 

パブリックコメント
募集期間 

（12/26～1/25）

骨
子
・
素
案
作
成

原
案
作
成

11/●所管事務調査
（計画素案について） 

2/●所管事務調査
（パブリックコメントの報
告について）

案
作
成

会議 ：女性活躍推進会議
審議会：男女共同参画推進審議会
幹事会：男女共同参画推進本部幹事会
本部会：男女共同参画推進本部
ＰＴ  ：プロジェクトチーム会議 
市民意識調査：男女共同参画に関する市民意識調査

12/●所管事務調査
（パブリックコメントの募
集について）
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２．芦屋市男女共同参画推進審議会委員名簿

平成３０年３月現在  

氏   名 所 属 等 

学
識
経
験
者

髙田 昌代 神戸市看護大学教授 

武本 夕香子 弁護士 

○ 中里 英樹 甲南大学文学部教授 

宮本 由紀子 産婦人科医 

◎ 柳屋 孝安 関西学院大学法学部教授 

市
民

奥田 兼三 公募市民委員 

団
体
代
表

寺田 彩喜子 芦屋地方労働組合協議会 

中山 克彦 芦屋市商工会 

藤井 順子 芦屋市自治会連合会 

村上 由起 芦屋市男女共同参画団体協議会 

 ◎会長 ○副会長 
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３．芦屋市男女共同参画推進本部設置要綱

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現を目指す施策を総合的に推進するために，芦屋市男女共同参画推進本部（以

下「推進本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進本部は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 男女共同参画に関する施策の計画及び総合的な推進に関すること。 

(2) 男女共同参画の推進に関する関係部局の総合調整に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか，男女共同参画推進のための重要事項に関すること。 

（組織） 

第３条 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は，市長をもって充てる。 

３ 副本部長は，副市長をもって充てる。 

４ 本部員は，別表第１に掲げる職にある者をもって充てる。 

（平17.４.１・平19.４.１・一部改正） 

（会議） 

第４条 推進本部は，本部長が必要に応じて招集する。 

２ 本部長は，推進本部を代表し，会議を総理する。 

３ 本部長に事故あるときは，副本部長がその職務を代理する。 

（幹事会） 

第５条 推進本部には，その所掌事務に関する具体的な施策を検討するために，幹事会を置く。 

２ 幹事会は，委員長，副委員長及び委員をもって構成する。 

３ 委員長は，市民生活部長をもって充て，副委員長及び委員は，別表第２に掲げる職にある者をもって充て

る。 

４ 委員長は，幹事会を代表し，会議を総理する。 

５ 委員長に事故あるときは，副委員長がその職務を代理する。 

６ 委員長が必要と認めるときは，委員以外の者を出席させ，意見を聴くことができる。 

（平18.４.１・全改，平19.４.１・一部改正） 

（専門部会） 

第６条 幹事会には，必要に応じて，専門部会を設置することができる。 

２ 専門部会の委員は，市民生活部長が指名する。 

３ 会議の議長及び副議長は，委員の互選とする。 

（平19.４.１・一部改正） 

（庶務） 

第７条 推進本部の庶務は，男女共同参画推進を担当する課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，推進本部の運営に必要な事項は，本部長が定める。 

附 則 

この要綱は，平成９年９月１日から施行する。  以下，省略 
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４．芦屋市男女共同参画推進本部員名簿

平成３０年３月現在

職 務 氏 名 役 職 名 

本 部 長  山中  健 市  長 

副本部長  佐藤 徳治 副 市 長 

本 部 員  福岡 憲助 教 育 長 

〃  宇野 文章 技  監 

〃  稗田 康晴 企画部長 

〃  山口 謙次 総務部長 

〃  脇本  篤 総務部参事（財務担当部長） 

〃  北川 加津美 市民生活部長 

〃  寺本 慎児 福祉部長 

〃  三井 幸裕 こども・健康部長 

〃  辻  正彦 都市建設部長 

〃  山城  勝 都市建設部参事（都市計画・開発事業担当部長） 

〃  青田 悟朗 会計管理者 

〃  古田 晴人 上下水道部長 

〃  阪元 靖司 市立芦屋病院事務局長 

〃  吉岡 幸弘 消防本部消防長 

〃  岸田  太 教育委員会管理部長 

〃  北尾 文孝 教育委員会学校教育部長 

〃  川原 智夏 教育委員会社会教育部長 

事 務 局  福島 貴美 市民生活部男女共同参画推進課長 

〃  長岡 一美 市民生活部主幹（女性活躍推進担当課長） 

〃  前川 陽之 市民生活部男女共同参画推進課係長 

〃  西川 知里 市民生活部男女共同参画推進課課員 

〃  林  侑司 市民生活部男女共同参画推進課課員 
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５．芦屋市男女共同参画推進本部幹事会委員名簿

                                 平成３０年３月現在

職 務 氏 名 役 職 名 

委 員 長  北川 加津美 市民生活部長 

副委員長  福島 貴美 市民生活部男女共同参画推進課長 

委   員  鈴木 和美 企画部広報国際交流課長 

〃  吉田 真理子 総務部文書法制課長 

〃  安達 昌宏 総務部人事課長 

〃  田中 尚美 市民生活部人権推進課長 

〃  長岡 一美 市民生活部主幹（女性活躍推進担当課長） 

〃  船曳 純子 市民生活部地域経済振興課長 

〃  永瀬 俊哉 市民生活部上宮川文化センター長 

〃  米村 昌純 市民生活部環境課長 

〃  小川 智瑞子 福祉部社会福祉課長 

〃  細井 洋海 福祉部地域福祉課長 

〃  本間 慶一 福祉部障害福祉課長 

〃  篠原 隆志 福祉部高齢介護課長 

〃  伊藤 浩一 こども・健康部子育て推進課長 

〃  廣瀬 香 こども・健康部主幹（こども担当課長） 

〃  和泉 みどり こども・健康部主幹（新制度推進担当課長） 

〃  近田 真 こども・健康部健康課長 

〃  石濱 晃生 都市建設部防災安全課長 

〃  小島 亮一 消防本部総務課長 

〃  山川 範 教育委員会管理部管理課長 

〃  荒谷 芳生 教育委員会学校教育部学校教育課長 

〃  茶嶋 奈美 教育委員会社会教育部生涯学習課長 

事 務 局  前川 陽之 市民生活部男女共同参画推進課係長 

〃  西川 知里 市民生活部男女共同参画推進課課員 

〃  林  侑司 市民生活部男女共同参画推進課課員 
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６．芦屋市男女共同参画推進条例

平成21年３月27日 

条例第10号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条）

第２章 男女共同参画の推進を阻害する行為の制限（第７条・第８条） 

第３章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等（第９条―第16条） 

第４章 雑則（第17条） 

附則 

わたしたちの誰もが，学び，知っている「日本国憲法」には，すべての人は，個人として尊重され，その

尊厳と基本的人権において平等である，とうたわれています。 

これと同じ理想を掲げて，いま，その推進が国際的に展開されている「男女共同参画社会」の実現に，わ

たしたちのまち，芦屋市も，国や兵庫県とともに取り組んでいます。 

誰もが，性別にかかわりなく社会の対等な構成員として，その個性と能力を発揮し，家庭，職場，学校，

地域その他あらゆる分野に参画できるとともに均等に責任を担い，しあわせを分かち合う，この「男女共同参

画社会」を実現することは，わたしたち芦屋市民の願いです。 

阪神・淡路大震災において，わたしたちは，老若男女関係なく，お互いが助け合い，支えあうことのすば

らしさを体験しました。このあらゆる市民の参画と協働が，地域の社会・文化づくりに大きな力となったこと

から，今後，男女共同参画の一層の推進が必要であることを知り，それが，これからの社会やまちの様々な問

題解決への道を拓
ひら

くことを学びました。 

わたしたちは，市，市民及び事業者等の協働の下，市民の一人一人が活き活きとゆたかに生活できる未来

のあるまちとして，国際文化住宅都市芦屋に，「男女共同参画社会」の実現を決意し，ここに，この条例を制

定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，男女共同参画の推進に関し基本理念を定め，市，市民及び事業者等の責務を明らかにす

るとともに，男女共同参画の推進に関する市の施策の基本的事項を定めることにより，男女共同参画の推

進に関する施策を総合的かつ計画的に推進し，もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受

することができ，かつ，ともに責任を担うべきことをいう。 

(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において，男

女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。 

(3) 市民 市内に在住，在勤又は在学する個人をいう。 

(4) 事業者等 市内において営利，非営利を問わず，事業又は活動を行う個人，法人その他の団体をいう。 

(5) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により相手方の生活環境を害すること，又は性的な言動に

対する相手方の対応によってその者に不利益を与えることをいう。 

(6) ドメスティック・バイオレンス 配偶者その他親密な関係にある者（過去に配偶者であった者その他

親密な関係にあった者を含む。）から受ける身体的，精神的，経済的，社会的又は性的な暴力をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画は，次に掲げる基本理念に基づき，推進されなければならない。 

(1) 男女の個人としての尊厳が重んじられること，男女が直接的又は間接的であるかを問わず，性別によ

る差別的取扱いを受けないこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女

の人権が尊重されることを旨とすること。 
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(2) 男女が，性別による固定的な役割分担意識に基づいた社会の様々な制度又は慣行によってその活動が

制限されることなく，自らの意思において多様な生き方を選択することができるように配慮すること。 

(3) 男女が，社会の対等な構成員として，様々な政策又は方針の立案及び決定に，共同して参画する機会

が確保されること。 

(4) 家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，家庭生活における活動と職場，学校，地域

その他の社会生活における活動を両立して行うことができるようにすること。 

(5) 男女共同参画の推進は，国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ，国際的な

理解と協調の下に行われること。 

(6) 男女が，互いの性を尊重するとともに，その身体についての理解を深め，生涯にわたり共に健康な生

活を営むことができるように配慮すること。 

（市の責務） 

第４条 市は，男女共同参画の推進を主要な政策として位置付け，前条に定める男女共同参画の推進のための

基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置

を含む。以下「男女共同参画推進施策」という。）を総合的に策定し，実施しなければならない。 

２ 市は，市民及び事業者等（以下「市民等」という。）が行う男女共同参画の推進のための活動を支援する

とともに，国，県及び他の地方公共団体と連携及び協力を図り，男女共同参画の推進に努めなければなら

ない。 

３ 市は，男女共同参画推進施策を実施するため必要な財政上の措置を講ずるよう努めなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は，基本理念にのっとり，男女共同参画の推進に関する理解を深め，家庭，職場，学校，地域そ

の他の社会のあらゆる分野において，主体的かつ積極的に男女共同参画を推進するよう努めるとともに，

市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めるものとする。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は，基本理念にのっとり，その事業又は活動において男女共同参画の推進に努めるとともに，

市が実施する男女共同参画推進施策に協力するよう努めるものとする。 

第２章 男女共同参画の推進を阻害する行為の制限 

（性別による差別的取扱い等の禁止） 

第７条 何人も，家庭，職場，学校，地域その他の社会のあらゆる分野において，次に掲げる行為を行っては

ならない。 

(1) 性別による差別的取扱い 

(2) セクシュアル・ハラスメント 

(3) ドメスティック・バイオレンス 

(4) 前３号に掲げるもののほか，性別による人権侵害 

（公衆に表示する情報に関する留意） 

第８条 何人も，広報，広告その他公衆に表示する情報において，性別による固定的な役割分担及び暴力的行

為を助長し，又は連想させる表現並びに著しく性的感情を刺激する表現を行わないよう努めなければなら

ない。 

第３章 男女共同参画の推進に関する基本的施策等 

（男女共同参画行動計画） 

第９条 市長は，男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するため，男女共同参画行動計画（以下「行

動計画」という。）を策定する。 

２ 行動計画は，次に掲げる事項について定める。 

(1) 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画推進施策の大綱 

(2) 前号に掲げるもののほか，男女共同参画推進施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 市長は，行動計画を策定するに当たっては，芦屋市附属機関の設置に関する条例（平成18年芦屋市条例

第５号）第２条に規定する芦屋市男女共同参画推進審議会に諮るものとする。 

４ 市長は，行動計画を策定したときは，速やかにこれを公表する。 

５ 前２項の規定は，行動計画の変更について準用する。 
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（実施状況の年次報告） 

第10条 市長は，毎年，行動計画に基づく施策の実施状況をとりまとめた年次報告を作成し，公表する。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第11条 市は，男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し，及び実施するに当たっては，

男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

（調査研究） 

第12条 市は，男女共同参画推進施策の総合的かつ計画的な推進のために必要な調査研究を行うものとする。 

（推進体制） 

第13条 市長は，男女共同参画推進施策を円滑かつ総合的に企画し，調整し，及び実施するため，必要な体

制の整備を図るものとする。 

（総合的な拠点施設の整備） 

第14条 市は，男女共同参画推進施策を実施し，市民等による男女共同参画の取組を支援するため，総合的

な拠点施設を整備するものとする。 

（男女共同参画の視点に立つ教育の推進） 

第15条 市は，学校，家庭，職場，地域その他の社会のあらゆる分野において，男女共同参画を推進するた

めの教育及び学習の充実に必要な措置を講ずるものとする。 

（苦情等の申出の処理） 

第16条 市民等は，市長に対し，市が実施する男女共同参画推進施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼ

すと認められる施策についての苦情及び提案（以下「苦情等」という。）を申し出ることができる。 

２ 市長は，前項の規定による申出があった場合において，必要と認めるときは，適切な措置を講ずるものと

する。 

３ 市長は，苦情等への対応に当たり，必要と認めるときは，芦屋市男女共同参画推進審議会の意見を聴くこ

とができる。 

第４章 雑則 

（補則） 

第17条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成21年４月１日から施行する。 

以下，省略 
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７．男女共同参画社会基本法

平成11年６月23日 

法律第78号 

目次  

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条）

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条）

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）

附則  

 我が国においては，日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ，男女平等の実現に向けた様々な取組が，国際社会

における取組とも連動しつつ，着実に進められてきたが，なお一層の努力が必要とされている。 

 一方，少子高齢化の進展，国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で，男女が，互い

にその人権を尊重しつつ責任も分かち合い，性別にかかわりなく，その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参

画社会の実現は，緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ，男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け，社会の

あらゆる分野において，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに，男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し，将来に向かって国，地方公共団体及

び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため，この法律を制定する。 

第一章 総則  

（目的） 

第一条 この法律は，男女の人権が尊重され，かつ，社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することの

緊要性にかんがみ，男女共同参画社会の形成に関し，基本理念を定め，並びに国，地方公共団体及び国民の責務を明らかにす

るとともに，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより，男女共同参画社会の形成を

総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第二条 この法律において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参

画する機会が確保され，もって男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，共に責任

を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において，男女のいずれか一方に対

し，当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は，男女の個人としての尊厳が重んぜられること，男女が性別による差別的取扱いを受けな

いこと，男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として，行われな

ければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては，社会における制度又は慣行が，性別による固定的な役割分担等を反映して，
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男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより，男女共同参画社会の形成を阻害する要因となる

おそれがあることにかんがみ，社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り

中立なものとするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は，男女が，社会の対等な構成員として，国若しくは地方公共団体における政策又は民間の

団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として，行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は，家族を構成する男女が，相互の協力と社会の支援の下に，子の養育，家族の介護その他

の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし，かつ，当該活動以外の活動を行うことができるよ

うにすることを旨として，行われなければならない。  

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ，男女共同参画社

会の形成は，国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務） 

第八条 国は，第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっ

とり，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し，及び実施する責

務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は，基本理念にのっとり，男女共同参画社会の形成の促進に関し，国の施策に準じた施策及びその他の

その地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し，及び実施する責務を有する。  

（国民の責務） 

第十条 国民は，職域，学校，地域，家庭その他の社会のあらゆる分野において，基本理念にのっとり，男女共同参画社会の

形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置

を講じなければならない。  

（年次報告等） 

第十二条 政府は，毎年，国会に，男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は，毎年，前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策を明らかにした文書を作成し，これを国会に提出しなければならない。  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，男女共同参画社会の

形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか，男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は，男女共同参画会議の意見を聴いて，男女共同参画基本計画の案を作成し，閣議の決定を求めなければな
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らない。  

４ 内閣総理大臣は，前項の規定による閣議の決定があったときは，遅滞なく，男女共同参画基本計画を公表しなければなら

ない。  

５ 前二項の規定は，男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は，男女共同参画基本計画を勘案して，当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか，都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項  

３ 市町村は，男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して，当該市町村の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなけれ

ばならない。  

４ 都道府県又は市町村は，都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，

これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は，男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し，及び実施するに当た

っては，男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は，広報活動等を通じて，基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じなけれ

ばならない。  

（苦情の処理等） 

第十七条 国は，政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと

認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻

害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究） 

第十八条 国は，社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は，男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため，外国政府又は国際機関との情報の交換その他男

女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は，地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の

形成の促進に関して行う活動を支援するため，情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

第三章 男女共同参画会議  

（設置） 

第二十一条 内閣府に，男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務） 



52 

第二十二条 会議は，次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し，第十三条第三項に規定する事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか，内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ，男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な

方針，基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

三 前二号に規定する事項に関し，調査審議し，必要があると認めるときは，内閣総理大臣及び関係各大臣に対し，意見を述

べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し，及び政府の施策が男女共同参画社会の

形成に及ぼす影響を調査し，必要があると認めるときは，内閣総理大臣及び関係各大臣に対し，意見を述べること。  

（組織） 

第二十三条 会議は，議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長） 

第二十四条 議長は，内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は，会務を総理する。  

（議員） 

第二十五条 議員は，次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから，内閣総理大臣が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから，内閣総理大臣が任命する者  

２ 前項第二号の議員の数は，同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。  

３ 第一項第二号の議員のうち，男女のいずれか一方の議員の数は，同号に規定する議員の総数の十分の四未満であってはな

らない。  

４ 第一項第二号の議員は，非常勤とする。  

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は，二年とする。ただし，補欠の議員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は，再任されることができる。  

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は，その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは，関係行政機関の長に対し，監視又は調査に

必要な資料その他の資料の提出，意見の開陳，説明その他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は，その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは，前項に規定する者以外の者に対しても，必要な

協力を依頼することができる。  

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか，会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は，政令で定める。  

附 則（平成十一年六月二三日法律第七八号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は，公布の日から施行する。  

以下，省略 
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８．配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

平成十三年四月十三日法律第三十一号 

改正：平成十六年六月二日法律第六十四号 

改正：平成十九年七月十一日法律第百十三号 

最終改正：平成二十六年法律第二十八号 

目次 

前文 

第一章   総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章   配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条）

第三章   被害者の保護（第六条―第九条の二）

第四章   保護命令（第十条―第二十二条）

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章   罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては，日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ，人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が

行われている。 

 ところが，配偶者からの暴力は，犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず，被害者の救済が必ずし

も十分に行われてこなかった。また，配偶者からの暴力の被害者は，多くの場合女性であり，経済的自立が困難である女性

に対して配偶者が暴力を加えることは，個人の尊厳を害し，男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し，人権の擁護と男女平等の実現を図るためには，配偶者からの暴力を防止し，被害者を保護する

ための施策を講ずることが必要である。このことは，女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組に

も沿うものである。 

 ここに，配偶者からの暴力に係る通報，相談，保護，自立支援等の体制を整備することにより，配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図るため，この法律を制定する。 

   第一章 総則  

（定義）   

第一条  この法律において「配偶者からの暴力」とは，配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であ

って生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項

及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい，配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後

に，その者が離婚をし，又はその婚姻が取り消された場合にあっては，当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対

する暴力等を含むものとする。  

２  この法律において「被害者」とは，配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

３  この法律にいう「配偶者」には，婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み，「離婚」

には，婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が，事実上離婚したと同様の事情に入ることを含
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むものとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条  国及び地方公共団体は，配偶者からの暴力を防止するとともに，被害者の自立を支援することを含め，その適

切な保護を図る責務を有する。  

   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等  

（基本方針）  

第二条の二  内閣総理大臣，国家公安委員会，法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務

大臣」という。）は，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次

条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては，次に掲げる事項につき，次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の

指針となるべきものを定めるものとする。  

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３  主務大臣は，基本方針を定め，又はこれを変更しようとするときは，あらかじめ，関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。  

４  主務大臣は，基本方針を定め，又はこれを変更したときは，遅滞なく，これを公表しなければならない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三  都道府県は，基本方針に即して，当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。  

２  都道府県基本計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

３  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は，基本方針に即し，かつ，都道府県基本計画を勘案して，当該市町村におけ

る配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本

計画」という。）を定めるよう努めなければならない。  

４  都道府県又は市町村は，都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを公

表しなければならない。  

５  主務大臣は，都道府県又は市町村に対し，都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他

の援助を行うよう努めなければならない。  

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等  

（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条  都道府県は，当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において，当該各施設が配偶者暴力相談

支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

２  市町村は，当該市町村が設置する適切な施設において，当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を

果たすようにするよう努めるものとする。  

３  配偶者暴力相談支援センターは，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため，次に掲げる業務を行うものと
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する。  

一  被害者に関する各般の問題について，相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。  

二  被害者の心身の健康を回復させるため，医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。  

三  被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては，被害者及びその同伴する家族。次号，第六号，第五条及び

第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。  

四  被害者が自立して生活することを促進するため，就業の促進，住宅の確保，援護等に関する制度の利用等について，

情報の提供，助言，関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

五  第四章に定める保護命令の制度の利用について，情報の提供，助言，関係機関への連絡その他の援助を行うこと。  

六  被害者を居住させ保護する施設の利用について，情報の提供，助言，関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ

と。  

４  前項第三号の一時保護は，婦人相談所が，自ら行い，又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うも

のとする。  

５  配偶者暴力相談支援センターは，その業務を行うに当たっては，必要に応じ，配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。  

（婦人相談員による相談等）  

第四条  婦人相談員は，被害者の相談に応じ，必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条  都道府県は，婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

   第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条  配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）

を受けている者を発見した者は，その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。  

２  医師その他の医療関係者は，その業務を行うに当たり，配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは，その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この場合におい

て，その者の意思を尊重するよう努めるものとする。  

３  刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は，前二項の規定に

より通報することを妨げるものと解釈してはならない。  

４  医師その他の医療関係者は，その業務を行うに当たり，配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは，その者に対し，配偶者暴力相談支援センター等の利用について，その有する情報を提供する

よう努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条  配偶者暴力相談支援センターは，被害者に関する通報又は相談を受けた場合には，必要に応じ，被害者に対し，

第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに，必要な保

護を受けることを勧奨するものとする。   

（警察官による被害の防止）  

第八条  警察官は，通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは，警察法 （昭和二十九年法律第百六

十二号），警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより，暴力の制止，被害者

の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  
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第八条の二  警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については，方面本

部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は，配偶者からの暴力を受けている者から，配偶者からの暴力による

被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり，その申出を相当と認めるときは，当該配偶者からの暴力を受け

ている者に対し，国家公安委員会規則で定めるところにより，当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者から

の暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三  社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」

という。）は，生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号），児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号），母子及び

父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより，被害者の自立を支援する

ために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条  配偶者暴力相談支援センター，都道府県警察，福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関

は，被害者の保護を行うに当たっては，その適切な保護が行われるよう，相互に連携を図りながら協力するよう努めるもの

とする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二  前条の関係機関は，被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは，

適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

   第四章 保護命令  

（保護命令）  

第十条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨

を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が，配偶者からの

身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力

を受けた後に，被害者が離婚をし，又はその婚姻が取り消された場合にあっては，当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により，配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である

場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に，被害者が離婚をし，

又はその婚姻が取り消された場合にあっては，当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において

同じ。）により，その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは，裁判所は，被害者の申立てにより，その

生命又は身体に危害が加えられることを防止するため，当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫を受けた後に，被害者が離婚をし，又はその婚姻が取り消された場合にあっては，当該配偶者であった者。以下この条，

同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し，次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし，

第二号に掲げる事項については，申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。  

一  命令の効力が生じた日から起算して六月間，被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい，又は被害者の住居，勤務先その他その通常

所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。  

二  命令の効力が生じた日から起算して二月間，被害者と共に生活の本拠としている住居から退去すること及び当該住

居の付近をはいかいしてはならないこと。  

２  前項本文に規定する場合において，同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は，被害者の申

立てにより，その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため，当該配偶者に対し，命令の効力が生じた日以後，

同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間，被害者に対して次の各号に掲げるいずれ
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の行為もしてはならないことを命ずるものとする。  

一  面会を要求すること。  

二  その行動を監視していると思わせるような事項を告げ，又はその知り得る状態に置くこと。  

三  著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四  電話をかけて何も告げず，又は緊急やむを得ない場合を除き，連続して，電話をかけ，ファクシミリ装置を用いて

送信し，若しくは電子メールを送信すること。  

五  緊急やむを得ない場合を除き，午後十時から午前六時までの間に，電話をかけ，ファクシミリ装置を用いて送信し，

又は電子メールを送信すること。  

六  汚物，動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し，又はその知り得る状態に置くこ

と。  

七  その名誉を害する事項を告げ，又はその知り得る状態に置くこと。  

八  その性的羞恥心を害する事項を告げ，若しくはその知り得る状態に置き，又はその性的羞恥心を害する文書，図画

その他の物を送付し，若しくはその知り得る状態に置くこと。  

３  第一項本文に規定する場合において，被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項

第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって，配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行

っていることその他の事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされる

ことを防止するため必要があると認めるときは，第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は，被害

者の申立てにより，その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため，当該配偶者に対し，命令の効力が生じた日

以後，同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間，当該子の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。），就学する学校その他の場所において当該子の身辺につきま

とい，又は当該子の住居，就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。ただし，当該子が十五歳以上であるときは，その同意がある場合に限る。  

４  第一項本文に規定する場合において，配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する

者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号におい

て「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害

者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは，第一項第

一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は，被害者の申立てにより，その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため，当該配偶者に対し，命令の効力が生じた日以後，同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間，当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項におい

て同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい，又は当該親族等の住居，勤務先その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。  

５  前項の申立ては，当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が

十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては，その法定代理人の同意）がある場合に限り，することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条  前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は，相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が

知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

２  前条第一項の規定による命令の申立ては，次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。  

一  申立人の住所又は居所の所在地  

二  当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  
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第十二条  第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては，次に掲げる事項を

記載した書面でしなければならない。  

一  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

二  配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に

対する暴力により，生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

三  第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては，被害者が当該同居している子に関して配偶者と面

会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

四  第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては，被害者が当該親族等に関して配偶者と面会するこ

とを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

五  配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し，前各号に掲げる事項について相談し，又は援助若しくは

保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは，次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し，又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２  前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には，申立書には，

同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法 （明治四十一年法律第五十三

号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けたものを添付しなければならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条  裁判所は，保護命令の申立てに係る事件については，速やかに裁判をするものとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条  保護命令は，口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ，これを発することがで

きない。ただし，その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは，この限り

でない。  

２  申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には，裁判所は，当該配偶者暴力相談

支援センター又は当該所属官署の長に対し，申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執ら

れた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において，当該配偶者暴力相談支援センター又は当該

所属官署の長は，これに速やかに応ずるものとする。  

３  裁判所は，必要があると認める場合には，前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人か

ら相談を受け，若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し，同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更

に説明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条  保護命令の申立てについての決定には，理由を付さなければならない。ただし，口頭弁論を経ないで決定を

する場合には，理由の要旨を示せば足りる。  

２  保護命令は，相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによ

って，その効力を生ずる。  

３  保護命令を発したときは，裁判所書記官は，速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視

総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

４  保護命令を発した場合において，申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し，又は援助若しくは保

護を求めた事実があり，かつ，申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があるとき
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は，裁判所書記官は，速やかに，保護命令を発した旨及びその内容を，当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援

センター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては，申立人がその職員に

対し相談し，又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。  

５  保護命令は，執行力を有しない。  

（即時抗告）  

第十六条  保護命令の申立てについての裁判に対しては，即時抗告をすることができる。  

２  前項の即時抗告は，保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

３  即時抗告があった場合において，保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることにつき疎明があっ

たときに限り，抗告裁判所は，申立てにより，即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間，保護命令の効力の停止を

命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は，原裁判所も，この処分を命ずることができる。  

４  前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において，同条第二項から第四

項までの規定による命令が発せられているときは，裁判所は，当該命令の効力の停止をも命じなければならない。  

５  前二項の規定による裁判に対しては，不服を申し立てることができない。  

６  抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において，同条第二項から第四項までの規定に

よる命令が発せられているときは，抗告裁判所は，当該命令をも取り消さなければならない。  

７  前条第四項の規定による通知がされている保護命令について，第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止

を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは，裁判所書記官は，速やかに，その旨及びその内容を当該通知をし

た配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。  

８  前条第三項の規定は，第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条  保護命令を発した裁判所は，当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には，当該保護命令を取

り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号の規定による命

令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において，同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効

力を生じた日から起算して二週間を経過した後において，これらの命令を受けた者が申し立て，当該裁判所がこれらの命令

の申立てをした者に異議がないことを確認したときも，同様とする。  

２  前条第六項の規定は，第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消

す場合について準用する。  

３  第十五条第三項及び前条第七項の規定は，前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条  第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは，裁判

所は，配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により

当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができな

いことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り，当該命令を発するもの

とする。ただし，当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは，当該命令を発

しないことができる。  

２  前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については，同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げ

る事項」とあるのは「第一号，第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と，同項第五号中「前各

号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と，同条第二項中「同項

第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」



60 

とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第十九条  保護命令に関する手続について，当事者は，裁判所書記官に対し，事件の記録の閲覧若しくは謄写，その正

本，謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし，相手方にあっては，

保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり，又は相手方に対する保護命令の送達

があるまでの間は，この限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条  法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うこ

とができない場合には，法務大臣は，当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項

（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法 の準用）  

第二十一条  この法律に特別の定めがある場合を除き，保護命令に関する手続に関しては，その性質に反しない限り，

民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条  この法律に定めるもののほか，保護命令に関する手続に関し必要な事項は，最高裁判所規則で定める。  

   第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条  配偶者からの暴力に係る被害者の保護，捜査，裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」

という。）は，その職務を行うに当たり，被害者の心身の状況，その置かれている環境等を踏まえ，被害者の国籍，障害の

有無等を問わずその人権を尊重するとともに，その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

２  国及び地方公共団体は，職務関係者に対し，被害者の人権，配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるため

に必要な研修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第二十四条  国及び地方公共団体は，配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努め

るものとする。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条  国及び地方公共団体は，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため，加害者の更生のための

指導の方法，被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成

及び資質の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条  国及び地方公共団体は，配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に

対し，必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条  都道府県は，次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

一  第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。）  

二  第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準

を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三  第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四  第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村，社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を含
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む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

２  市は，第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。  

（国の負担及び補助）  

第二十八条  国は，政令の定めるところにより，都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち，同項第一号

及び第二号に掲げるものについては，その十分の五を負担するものとする。  

２  国は，予算の範囲内において，次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。  

一  都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち，同項第三号及び第四号に掲げるもの  

二  市が前条第二項の規定により支弁した費用  

   第五章の二 補則  

（この法律の準用）  

第二十八条の二  第二条及び第一章の二から前章までの規定は，生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生

活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対

する暴力等をいい，当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に，その者が当該関係を解消した場合にあっ

ては，当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。

この場合において，これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴

力」と読み替えるほか，次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み

替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係に

ある相手からの暴力を受けた者をいう。以下

同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者

であった者 

同条に規定する関係にある相手又は同条

に規定する関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項まで，第十一条第二項第

二号，第十二条第一項第一号から第四号まで及び第

十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相

手 

第十条第一項 離婚をし，又はその

婚姻が取り消された

場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消し

た場合 

   第六章 罰則  

第二十九条  保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。次条

において同じ。）に違反した者は，一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十条  第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の二におい

て読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は，十万円

以下の過料に処する。  

   附 則 抄  
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（施行期日） 

第一条  この法律は，公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし，第二章，第六条（配偶者暴力相

談支援センターに係る部分に限る。），第七条，第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。），第二十七条及び

第二十八条の規定は，平成十四年四月一日から施行する。  

（経過措置） 

第二条  平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し，又

は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号

並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については，これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは，

「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第三条  この法律の規定については，この法律の施行後三年を目途として，この法律の施行状況等を勘案し，検討が加

えられ，その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

（施行期日） 

第一条  この法律は，公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次

項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については，な

お従前の例による。  

２  旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最

初にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については，同項中「二月」とあるのは，

「二週間」とする。  

（検討） 

第三条  新法の規定については，この法律の施行後三年を目途として，新法の施行状況等を勘案し，検討が加えられ，

その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は，公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十

条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については，なお従前の例による。  

   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

（施行期日） 

１  この法律は，公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  
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   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

（施行期日） 

第一条  この法律は，平成二十七年四月一日から施行する。ただし，次の各号に掲げる規定は，当該各号に定める日か

ら施行する。  

一  第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第一項及び第二項，第十四条並

びに第十九条の規定 公布の日  

二  第二条並びに附則第三条，第七条から第十条まで，第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六年

十月一日  
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９．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

平成２７年９月４日

第一章 総則（第一条―第四条）  

 第二章 基本方針等（第五条・第六条）  

 第三章 事業主行動計画等  

  第一節 事業主行動計画策定指針（第七条）  

  第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条）  

  第三節 特定事業主行動計画（第十五条）  

  第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・第十七条）  

 第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条―第二十五条）  

 第五章 雑則（第二十六条―第二十八条）  

 第六章 罰則（第二十九条―第三十四条）  

 附則  

第一章 総則 

（目的）  

第一条  この法律は，近年，自らの意思によって職業生活を営み，又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業

生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み，男女共同参

画社会基本法 （平成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり，女性の職業生活における活躍の推進について，その基本

原則を定め，並びに国，地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに，基本方針及び事業主の行動計画の策定，女性

の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより，女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点

的に推進し，もって男女の人権が尊重され，かつ，急速な少子高齢化の進展，国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化

に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。  

（基本原則）  

第二条  女性の職業生活における活躍の推進は，職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ，自らの意思によって

職業生活を営み，又は営もうとする女性に対する採用，教育訓練，昇進，職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機

会の積極的な提供及びその活用を通じ，かつ，性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活に

おける活躍に対して及ぼす影響に配慮して，その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として，行われなければな

らない。  

２  女性の職業生活における活躍の推進は，職業生活を営む女性が結婚，妊娠，出産，育児，介護その他の家庭生活に関する事由

によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ，家族を構成する男

女が，男女の別を問わず，相互の協力と社会の支援の下に，育児，介護その他の家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により，男女の職業生活と家庭生活との円

滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として，行われなければならない。  

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっては，女性の職業生活と家庭生活との両立に関し，本人の意思が尊重されるべき

ものであることに留意されなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第三条  国及び地方公共団体は，前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五条第一項に

おいて「基本原則」という。）にのっとり，女性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し，及びこれを実施

しなければならない。  
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（事業主の責務）  

第四条  事業主は，基本原則にのっとり，その雇用し，又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の積極的

な提供，雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を自ら実施するよう努めるとともに，国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に協力しなければならない。  

第二章 基本方針等 

（基本方針）  

第五条  政府は，基本原則にのっとり，女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施するため，女

性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては，次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向  

二  事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項  

三  女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四  前三号に掲げるもののほか，女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は，基本方針の案を作成し，閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は，前項の規定による閣議の決定があったときは，遅滞なく，基本方針を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は，基本方針の変更について準用する。  

（都道府県推進計画等）  

第六条  都道府県は，基本方針を勘案して，当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策につ

いての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

２  市町村は，基本方針（都道府県推進計画が定められているときは，基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して，当該市町村

の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。  

３  都道府県又は市町村は，都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを公表しなけれ

ばならない。  

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条  内閣総理大臣，厚生労働大臣及び総務大臣は，事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総合的かつ効

果的に実施することができるよう，基本方針に即して，次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十五条第一項に規定す

る特定事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。  

２  事業主行動計画策定指針においては，次に掲げる事項につき，事業主行動計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

一  事業主行動計画の策定に関する基本的な事項  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項  

三  その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項  

３  内閣総理大臣，厚生労働大臣及び総務大臣は，事業主行動計画策定指針を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを公表

しなければならない。  
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第二節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等）  

第八条  国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって，常時雇用する労働者の数が三百人を超える

ものは，事業主行動計画策定指針に即して，一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め，厚生労働省令で定めるところにより，厚生労働大臣に届け出なければな

らない。これを変更したときも，同様とする。  

２  一般事業主行動計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期  

３  第一項に規定する一般事業主は，一般事業主行動計画を定め，又は変更しようとするときは，厚生労働省令で定めるところに

より，採用した労働者に占める女性労働者の割合，男女の継続勤務年数の差異，労働時間の状況，管理的地位にある労働者に占

める女性労働者の割合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し，女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で，その結果を勘案して，これを定めなければならない。この場合に

おいて，前項第二号の目標については，採用する労働者に占める女性労働者の割合，男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合，

労働時間，管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  第一項に規定する一般事業主は，一般事業主行動計画を定め，又は変更したときは，厚生労働省令で定めるところにより，こ

れを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。  

５  第一項に規定する一般事業主は，一般事業主行動計画を定め，又は変更したときは，厚生労働省令で定めるところにより，こ

れを公表しなければならない。  

６  第一項に規定する一般事業主は，一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに，一般事業主行動計画に定められた目

標を達成するよう努めなければならない。  

７  一般事業主であって，常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは，事業主行動計画策定指針に即して，一般事業主行動計

画を定め，厚生労働省令で定めるところにより，厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも，

同様とする。  

８  第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め，又は変更しようとする場合について，第四項から第

六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め，又は変更した場合について，それぞれ準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定）  

第九条  厚生労働大臣は，前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づき，厚生労働省令で定める

ところにより，当該事業主について，女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し，当該取組の実施の状況が優良な

ものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。  

（認定一般事業主の表示等）  

第十条  前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認定一般事業主」という。）は，商品，役務の提供

の用に供する物，商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商

品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。  

２  何人も，前項の規定による場合を除くほか，商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。  

（認定の取消し）  

第十一条  厚生労働大臣は，認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは，第九条の認定を取り消すことができる。  

一  第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

二  この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  
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三  不正の手段により第九条の認定を受けたとき。  

（委託募集の特例等）  

第十二条  承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって，常時雇用する労働者の数が三百人以下のものを

いう。以下この項及び次項において同じ。）が，当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合において，当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとする

ときは，職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は，当該構成員である中小事業主に

ついては，適用しない。  

２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは，事業協同組合，協同組合連合会その他の特別の法律により設立された

組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするも

の（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）のうち，その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって，その申請に基づいて，厚生労

働大臣が，当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。  

３  厚生労働大臣は，承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは，同項の承認を取り消すこと

ができる。  

４  承認中小事業主団体は，第一項に規定する募集に従事しようとするときは，厚生労働省令で定めるところにより，募集時期，

募集人員，募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。  

５  職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について，同法第五条の三第一項及び第三項，第五

条の四，第三十九条，第四十一条第二項，第四十八条の三，第四十八条の四，第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二

の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者について，同法第四十条の規定は同項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について，同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同条

第二項に規定する職権を行う場合について，それぞれ準用する。この場合において，同法第三十七条第二項中「労働者の募集を

行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出をして労働者

の募集に従事しようとする者」と，同法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ，又は期間」とあるのは「期

間」と読み替えるものとする。  

６  職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定の適用については，同法第三十六条第二項中「前項の」とあるのは「被

用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」と，同法第四十二条の二中

「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十

四号）第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。  

７  厚生労働大臣は，承認中小事業主団体に対し，第二項の相談及び援助の実施状況について報告を求めることができる。  

第十三条  公共職業安定所は，前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対して，雇用情

報及び職業に関する調査研究の成果を提供し，かつ，これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより，当

該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。  

（一般事業主に対する国の援助）  

第十四条  国は，第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれらの規定

による届出をした一般事業主に対して，一般事業主行動計画の策定，労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基

づく措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。  

第三節 特定事業主行動計画 

第十五条  国及び地方公共団体の機関，それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）は，政

令で定めるところにより，事業主行動計画策定指針に即して，特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。  
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２  特定事業主行動計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  計画期間  

二  女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

三  実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期  

３  特定事業主は，特定事業主行動計画を定め，又は変更しようとするときは，内閣府令で定めるところにより，採用した職員に

占める女性職員の割合，男女の継続勤務年数の差異，勤務時間の状況，管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の

その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し，女性の職業生活における活躍を推進するために

改善すべき事情について分析した上で，その結果を勘案して，これを定めなければならない。この場合において，前項第二号の

目標については，採用する職員に占める女性職員の割合，男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合，勤務時間，管理的地位にあ

る職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  特定事業主は，特定事業主行動計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを職員に周知させるための措置を講じなけ

ればならない。  

５  特定事業主は，特定事業主行動計画を定め，又は変更したときは，遅滞なく，これを公表しなければならない。  

６  特定事業主は，毎年少なくとも一回，特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。  

７  特定事業主は，特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに，特定事業主行動計画に定められた目標を達成するよう

努めなければならない。  

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十六条  第八条第一項に規定する一般事業主は，厚生労働省令で定めるところにより，職業生活を営み，又は営もうとする女性

の職業選択に資するよう，その事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

２  第八条第七項に規定する一般事業主は，厚生労働省令で定めるところにより，職業生活を営み，又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう，その事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。  

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）  

第十七条  特定事業主は，内閣府令で定めるところにより，職業生活を営み，又は営もうとする女性の職業選択に資するよう，そ

の事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等）  

第十八条  国は，女性の職業生活における活躍を推進するため，職業指導，職業紹介，職業訓練，創業の支援その他の必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。  

２  地方公共団体は，女性の職業生活における活躍を推進するため，前項の措置と相まって，職業生活を営み，又は営もうとする

女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ，関係機関の紹介その他の情報の提供，助言その他の必要な措置を講ずるよ

う努めるものとする。  

３  地方公共団体は，前項に規定する業務に係る事務の一部を，その事務を適切に実施することができるものとして内閣府令で定

める基準に適合する者に委託することができる。  

４  前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は，正当な理由なく，当該事務に関して知り得

た秘密を漏らしてはならない。  

（財政上の措置等）  

第十九条  国は，女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置その他の

措置を講ずるよう努めるものとする。  

（国等からの受注機会の増大）  
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第二十条  国は，女性の職業生活における活躍の推進に資するため，国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別の法律に

よって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関し，予算の適正な使用に留意しつつ，認

定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施

の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施する

ものとする。  

２  地方公共団体は，国の施策に準じて，認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように努めるもの

とする。  

（啓発活動）  

第二十一条  国及び地方公共団体は，女性の職業生活における活躍の推進について，国民の関心と理解を深め，かつ，その協力を

得るとともに，必要な啓発活動を行うものとする。  

（情報の収集，整理及び提供）  

第二十二条  国は，女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう，国内外における女性の職業生活における活躍

の状況及び当該取組に関する情報の収集，整理及び提供を行うものとする。  

（協議会）  

第二十三条  当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地方公共

団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は，第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条第二項の規

定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することによ

り，当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため，関係機

関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。  

２  協議会を組織する関係機関は，当該地方公共団体の区域内において第十八条第三項の規定による事務の委託がされている場合

には，当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。  

３  協議会を組織する関係機関は，必要があると認めるときは，協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができる。  

一  一般事業主の団体又はその連合団体  

二  学識経験者  

三  その他当該関係機関が必要と認める者  

４  協議会は，関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることにより，女

性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し，関係機関等の連携の緊密化を図るとともに，地域の実情に応じた女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。  

５  協議会が組織されたときは，当該地方公共団体は，内閣府令で定めるところにより，その旨を公表しなければならない。  

（秘密保持義務）  

第二十四条  協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は，正当な理由なく，協議会の事務に関して知り得た

秘密を漏らしてはならない。  

（協議会の定める事項）  

第二十五条  前二条に定めるもののほか，協議会の組織及び運営に関し必要な事項は，協議会が定める。  

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言，指導及び勧告）  

第二十六条  厚生労働大臣は，この法律の施行に関し必要があると認めるときは，第八条第一項に規定する一般事業主に対して，

報告を求め，又は助言，指導若しくは勧告をすることができる。  

（権限の委任）  

第二十七条  第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は，厚生労働省令で定めるところにより，その一部
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を都道府県労働局長に委任することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条  この法律に定めるもののほか，この法律の実施のため必要な事項は，政令で定める。  

第六章 罰則 

第二十九条  第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して，労働者の

募集に従事した者は，一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十条  次の各号のいずれかに該当する者は，一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

一  第十八条第四項の規定に違反した者  

二  第二十四条の規定に違反した者  

第三十一条  次の各号のいずれかに該当する者は，六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。  

一  第十二条第四項の規定による届出をしないで，労働者の募集に従事した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなかった者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者  

第三十二条  次の各号のいずれかに該当する者は，三十万円以下の罰金に処する。  

一  第十条第二項の規定に違反した者  

二  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者  

三  第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，

又は質問に対して答弁をせず，若しくは虚偽の陳述をした者  

第三十三条  法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法人又は人の業務に関し，第二十九条，

第三十一条又は前条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法人又は人に対しても，各本条の罰金刑を科する。  

第三十四条  第二十六条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者は，二十万円以下の過料に処する。  

附 則 抄

（施行期日） 

第一条  この法律は，公布の日から施行する。ただし，第三章（第七条を除く。），第五章（第二十八条を除く。）及び第六章（第

三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は，平成二十八年四月一日から施行する。  

（この法律の失効） 

第二条  この法律は，平成三十八年三月三十一日限り，その効力を失う。  

２  第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については，同条第四項の規

定（同項に係る罰則を含む。）は，前項の規定にかかわらず，同項に規定する日後も，なおその効力を有する。  

３  協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については，第二十四条の規定（同条に係る罰則を含む。）

は，第一項の規定にかかわらず，同項に規定する日後も，なおその効力を有する。  

４  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については，この法律は，第一項の規定にかかわらず，同項に規定する日後

も，なおその効力を有する。  

（政令への委任） 

第三条  前条第二項から第四項までに規定するもののほか，この法律の施行に伴い必要な経過措置は，政令で定める。  

（検討） 

第四条  政府は，この法律の施行後三年を経過した場合において，この法律の施行の状況を勘案し，必要があると認めるときは，

この法律の規定について検討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  
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１０．男女共同参画推進のあゆみ（年表）

※平成３年（１９９１年）以降 

年（平成） 芦屋市 兵庫県 日本 世界（国連等） 

平成３年
（1991年）

・市長室に「女性対策担当」設置（４月）

・市政モニター「アスパップレディ」発足

（11月） 

・婦人・生活課を女性・生活課に，

名称変更し，女性政策室を設置 
・「育児休業法」公布（H4施行）

平成4年
（1992年）

・「女性に関する諸問題についての市民意識

調査」実施（５～６月） 

・「芦屋市女性施策推進懇話会」設置（６月）

・芦屋市女性施策推進会議設置（６月） 

・県立女性センター開設   

平成5年
（1993年）

・市長室女性施策担当（組織改正）（４月）

・懇話会から提言「男女共同参画型社会の

実現を目指して」提出（６月） 

平成6年
（1994年）

・芦屋市女性センター設置（８月） 

・女性の諸問題に関する相談事業 

開始（９月） 

・男女共同参画室設置 

・男女共同参画推進本部設置 
・国際家族年 

平成7年
（1995年）

・「育児休業法」改正 

（介護休業制度の法制化） 

・第４回世界女性会議開催 

（北京） 

平成8年
（1996年）

・企画財政部女性施策担当（組織改正）（4

月） 

・「新ひょうごの女性しあわせプラ

ン後期実施計画」策定 

・女性政策室を男女共生推進室に改

組 

・男女共同参画推進連携会議 

（えがりてネットワーク）発足

・「男女共同参画2000年プラン」

策定 

平成9年
（1997年）

・「芦屋市男女共同参画推進本部」設置（９

月） 

・「芦屋市男女共同参画推進委員会」設置

（12月） 

・男女共同参画審議会設置 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・「介護保険法」公布 

平成10年
（1998年）

・「芦屋市男女共同参画行動計画 ウィザ

ス・プラン」策定（6月） 

平成11年
（1999年）

・「男女共同参画社会基本法」公布，

施行 

平成12年
（2000年）

・総務部女性施策担当（組織改正）（４月）

・ＤＶ専門相談開始（４月） 

・男女共生推進室を男女共同参画推

進室に名称変更 

・「介護保険法」施行 

・「男女共同参画基本計画」決定

・国連特別総会「女性2000年

会議」開催（ニューヨーク） 

平成13年
（2001年）

・「兵庫県男女共同参画計画 

-ひょうご男女共同参画プラン

21-」策定 

・男女共同参画会議設置 

・男女共同参画局設置 

・「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律」（ＤＶ

防止法）施行 

平成14年
（2002年）

・「芦屋市男女共同参画に関する市民意識調

査」実施（１～２月） 

・市政モニター「アスパップレディ」終了

（３月） 

・「男女共同参画社会づくり条例」

制定，施行 

・県立女性センターを県立男女共同

参画センターに名称変更 

・男女共同参画推進室を課長（男女

共同参画・ボランタリー担当）に

改組 

平成15年
（2003年）

・「第２次芦屋市男女共同参画行動計画 ウ

ィザス・プラン」策定（３月） 

・担当名を「男女共同参画推進担当」に変

更（４月） 

・課長（男女共同参画・ボランタリ

ー担当）を男女共同参画課に名

称変更 

・「男女共同参画兵庫県率先行動計

画-ひょうごアクション８-」策

定 

・男女共同参画推進本部決定「女性

のチャレンジ支援について」 

・「次世代育成支援対策推進法」公

布，施行 

平成16年
（2004年）

・総務部市民参画課に組織替え（４月） 
・男女共同参画課を男女家庭課に名

称変更 

・「少子化社会対策大綱」策定 

・「改正児童虐待防止法」施行 

・「改正ＤＶ防止法」施行 

・「改正児童福祉法」施行 

・「子ども・子育て応援プラン」決

定 

平成17年
（2005年）

・男女共同参画推進本部決定「女性

の再チャレンジ支援検討会議の

設置について」 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」

策定 

・「男女共同参画基本計画（第２次）」

決定（12月） 

・第 49 回国連婦人の地位委員会

（「北京+10」）開催（ニューヨー

ク） 

平成18年
（2006年）

・「ひょうご子ども未来プラン」

策定 

・「兵庫県男女共同参画計画-ひょう

ご男女共同参画プラン 21-後期

実施計画」策定 

・「兵庫県配偶者等からの暴力

（DV）対策基本計画」策定 

・県立男女共同参画センターに 

・「男女雇用機会均等法」改正 

・「女性の再チャレンジ支援プラン」

改定 

・第34回女性差別撤廃委員会開催

（ニューヨーク） 

・第50回国連婦人の地位委員会開

催（ニューヨーク） 
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年（平成） 芦屋市 兵庫県 日本 世界（国連等） 

「ひょうご女性チャレンジひろ

ば」を開設 

・「仕事との生活の調和と子育て支

援に関する三者合意」締結 

平成19年
（2007年）

・施設名を「芦屋市男女共同参画センター」

に名称変更し，市民公募により愛称「ウ

ィザスあしや」を決定（１月） 

・市民生活部に組織替え（４月） 

・男女共同参画に関する市民意識調査（５

～６月）・職員意識調査（７月）を実施

・「仕事と生活の調和（ワーク・ラ

イフ・バランス）憲章」及び「仕

事と生活の調和推進のための行

動指針」策定 

平成20年

（2008年）
・「第２次芦屋市男女共同参画行動計画（後

期計画）ウィザス・プラン」策定（２月）

・男女家庭課を男女青少年課男女

家庭室に改組 

・「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護に関する法律の一部

改正法」施行 

・「女性の参画加速プログラム」

策定 

・「次世代育成支援対策推進法」

改正 

平成21年
（2009年）

・芦屋市男女共同参画推進条例 

制定（３月），施行（４月） 

・芦屋市男女共同参画推進審議会設置（４

月） 

・「第３次男女共同参画兵庫県率先

行動計画－ひょうごアクション

８－」策定 

・「兵庫県配偶者等からの暴力対策

基本計画」策定 

・ひょうご仕事と生活センター

開設 

・男女青少年課男女家庭室を青少

年課男女家庭室に名称変更 

・「育児・介護休業法」改正 
・女子差別撤廃委員会の最終見解

公表 

平成22年
（2010年）

・芦屋市配偶者等からの暴力対策基本計画

原案策定委員会設置（６月） 

・「新ひょうご子ども未来プラン」

策定 

・「男女共同参画基本計画（第３

次）」決定（12月） 

・第 54 回国連婦人の地位委員会

（「北京＋15」）開催（ニュー

ヨーク） 

平成23年
（2011年）

・芦屋市配偶者等からの暴力対策基本計画

（芦屋市ＤＶ対策基本計画）策定（３月）

・男女共同参画に関する市民意識調査・職

員意識調査を実施（10～11月） 

・「兵庫県男女共同参画計画-新ひ

ょうご男女共同参画プラン

21-」策定 

・「障害者虐待の防止，障害者の

養護者に対する支援等に関する

法律」制定 

・「UN Women」（ジェンダー

平等と女性のエンパワメントの

ための国連機関）正式発足 

平成24年
（2012年）

・芦屋市男女共同参画センターの設置及び

管理に関する条例制定（12月） 

・「第 4次男女共同参画兵庫県率

先行動計画-ひょうごアクショ

ン8-」策定 

・男女家庭室から男女家庭課に名称

変更 

・「育児・介護休業法」改正の全

面施行 

・「「女性の活躍促進による経済

活性化」行動計画」策定 

・「女性に関するASEAN閣僚級

会合」開催(ラオス) 

平成25年
（2013年）

・「第３次芦屋市男女共同参画行動計画

ウィザス・プラン」策定（3月） 

・芦屋市男女共同参画センター公光町に移

転，芦屋市男女共同参画センターの設置

及び管理に関する条例施行（４月） 

「日本再興戦略」（平成25年6月

14 日閣議決定）の中核に「女性

の活躍推進」が位置づけられる

平成2６年
（201４年

・兵庫県ＤＶ防止・被害者保護計画」

策定 

・「配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する法律」改正

施行 

・「男女雇用機会均等法」改正施行

・すべての女性が輝く社会づくり本

部設置「すべての女性が輝く政策

パッケージ」決定 

・第 58 回国連婦人の地位委員会

「自然災害におけるジェンダー

平等と女性のエンパワーメント」

決議案採択 

平成2７年
（201５年

・「第5次男女共同参画兵庫県率先

行動計画-ひょうごアクション

8-」策定 

・「ひょうご子ども・子育て未来

プラン」策定 

・「兵庫県地域創生戦略」策定

・「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律」施行 

・「男女共同参画基本計画（第４次）」

閣議決定 

・第 59 回婦人の地位委員会「北

京＋20」開催（ニューヨーク）

平成2８年
（201６年

・「ひょうご男女いきいきプラン

2020」策定 

平成2９年
（201７年
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１１．男女共同参画にかかる統計データ

図表 1  年齢 3区分別人口と少子高齢化の推移（芦屋市） 

注１）実績値の総数には年齢「不詳」を含むため，各年齢別人口の合計とは一致しない。 

 ２）高齢化率・少子化率は，総数から年齢「不詳」を除いた人口を分母として算出している。 

資料：総務省「国勢調査」（平成２年～27年），国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3

月推計）」（平成 32 年～52 年） 

図表 2 審議会等委員における女性委員割合の推移（全国・兵庫県・芦屋市） 

■芦屋市・兵庫県市町平均・全国市区町村平均 

注）全国市区町村平均では，広域で設置されている審議会等も含んだ数値 

資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」
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図表 3 公務員管理監督職における女性比率（全国・兵庫県・芦屋市） 

■全体 

資料：内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」 

図表 4 女性の年齢階級別労働力率（全国・兵庫県・芦屋市） 

資料：総務省「国勢調査」（平成 27 年） 
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図表 5 労働力人口と就業率の推移（芦屋市） 

資料：総務省「国勢調査」 

※就業率とは，15 歳以上の人口の中で，実際に働いている人の割合。 
  労働力人口とは，就業者のみならず，完全失業者や休業者等も含む。 

図表 6 労働者の１時間当たり平均所定内給与格差の推移 

          （男性一般労働者の給与水準を 100 とした場合）（全国） 

注１）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。 

 ２）「一般労働者」は，常用労働者のうち，「短時間労働者」以外の者をいう。 

 ３）「正社員・正職員」とは，一般労働者のうち事業所で正社員，正職員とする者をいう。 

 ４）「短時間労働者」は，常用労働者のうち，１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時

間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。 

 ５）男性一般労働者の１時間当たり平均所定内給与額を100として，各区分の１時間当たり平均所定内給与額の水

準を算出したものである。 

資料：内閣府「男女共同参画白書」平成 27 年版
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図表 7 共働き等世帯数の推移（芦屋市） 

資料：総務省「国勢調査」 

図表 8 夫婦の生活時間（全国） 

 注）夫婦と子供の世帯のうち，「共働き世帯」（夫も妻も有業の世帯）及び「夫が有業で妻が無業の世帯」についての

夫と妻の生活時間 

資料：総務省「社会生活基本調査」（平成 23 年） 
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図表 9 セクハラに関する相談件数の推移（兵庫県） 

注）兵庫労働局に寄せられたセクシュアル・ハラスメントに関する相談件数 

資料：兵庫県「ひょうごの男女共同参画」（平成 28 年度） 
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図表 10 健康診断，各種検診実施状況（芦屋市）

平成 

20 

年度 

平成 

21 

年度 

平成 

22 

年度 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

特定健康診査 
受診者数 4,856 5,413 6,048 5,976 6427 6725 6779 6727

受診率 30.2％ 32.1％ 35.7％ 35.0％ 37.2％ 39.1％ 39.1％ 39.1％

後期高齢者 

医療健康診査 

受診者数 3,123 2,661 2,917 3,191 3461 3517 3630 3810

受診率 30.4％ 26.4％ 27.9％ 30.5％ 32.5％ 32.1％ 32.4％ 30.4％

胃がん検診 
受診者数 471 493 781 724 1032 1127 1186 1188

受診率 1.9％ 1.9％ 3.1％ 2.5％ 3.6％ 3.9％ 4.1％ 4.1％

肺がん検診 
受診者数 8,209 8,256 8,891 9,067 8226 9689 9907 9925

受診率 30.9％ 32.4％ 34.9％ 31.6％ 28.7％ 33.8％ 34.6％ 34.6％

大腸がん検診 
受診者数 6,272 6,158 6,560 8,487 8226 8759 8766 9194

受診率 23.6％ 24.2％ 25.8％ 29.6％ 28.7％ 30.6％ 30.6％ 32.1％

乳がん検診 
受診者数 669 2,317 3,465 3,768 1852 1862 2241 1524

受診率 6.1％ 12.7％ 19.0％ 18.4％ 9.2％ 9.2％ 11.1％ 7.6％

子宮頸がん 

検診 

受診者数 2,249 5,303 6,475 6,548 3263 2807 3509 2609

受診率 20.1％ 21.8％ 26.6％ 25.6％ 12.7％ 11.0％ 13.7％ 10.2％

資料：芦屋市 地域保健・健康増進事業報告 

図表 11 男女別平均寿命と健康寿命の推移（全国） 

注１）平均寿命は，平成 12 年，17 年及び 22 年は厚生労働省「完全生命表」，その他の年は厚生労働省「簡易生命

表」より作成。健康寿命は，13年から22年は厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活

習慣病対策の費用対効果に関する研究」，25年は厚生労働省資料より作成。 

 ２）健康寿命は，日常生活に制限のない期間。 

資料：内閣府「男女共同参画白書」平成 28 年版 
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１２．「芦屋市男女共同参画に関する市民意識調査」概要

（１）調査の概要 

この調査は，「第３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン」及び「芦屋市配偶者等

からの暴力対策基本計画」の見直しに当たって，市民の男女共同参画に関する意識や意見等を把

握し，「芦屋市女性活躍推進計画」を含む今後の計画づくりのための基礎的な資料とすることを

目的として，平成２８年（２０１６年）８月，本市に居住する１８歳以上の市民２，０００人（男

女各１，０００人）を対象に実施しました。 

配付数 有効回収数 有効回収率 

全 体 2,000件 965件 48.3％

女 性 1,000件 535件 53.5％

男 性 1,000件 415件 41.5％

※有効回収数の全体には，無回答15件が含まれています。 

※性別の選択肢は，「１．女性」「２．男性」「３．（   ）」としましたが，３の回答は０人。 

（２）回答者の属性

性別構成比は，女性５５．４％，男性４３．０％です。 

年代別構成は，男女ともに７０歳代が最も高く，１０歳代から５０歳代の合計は５割弱（４

８．３％），６０歳以上が５割強（５０．５％）を占めています。 

図表 12 回答者の男女比 

女性

55.4%

男性

43.0%

無回答

1.6%

全体(N=965)

図表 13 回答者の年齢別構成比 
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12.7

5.5

18.3

12.5

24.9

14.5

3.7

1.0
2.4

0.7

25.6

16.6

15.0

5.5

27.1

14.0

16.8

8.2

39.1

27.0

46.7

47.5

42.6

49.6

24.7

16.6

14.4

8.2

44.3

40.2

35.0

24.6

51.8

55.2

57.2

52.3

31.4

53.7

15.9

28.0

14.0

26.0

41.3

57.8

57.4

68.9

15.0

28.9

29.9

52.0

8.8

21.7

12.9

28.2

5.8

5.8

1.3

2.9
0.6

0.7

4.9

8.0

3.0

5.5

1.1

3.4
2.6

6.5

1.7

1.9
1.5

2.2

2.1

1.4
0.4

1.2
0.0

1.0
0.9

1.0
0.0

0.7
0.2

0.5
0.0

1.4
0.2

0.5
0.2

2.4

9.0

6.6

17.3

8.0

17.9

8.2

24.5

15.7

22.8

15.9

13.8

10.3

17.5

9.9

10.4

6.8

11.4

6.7

凡例（％）

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

女性(n=535)

男性(n=415)

男性が優遇

されている

どちらか

といえば

男性が優遇

されている

平等

である

どちらか

といえば

女性が優遇

されている

女性が優遇

されている

わからない

・無回答

①家庭生活

の場

②就職・

雇用

③職場の中

（賃金・

昇進等）

④地域活動

の場

⑤学校教育

の場

⑥政治の場

⑦法律や

制度の上

⑧社会通念や

慣習、しき

たり等

⑨社会全体

（３）調査の結果概要

１．男女の地位の平等感 

「平等である」より『男性優遇』（「男性が優遇されている」と「どちらかといえば男性が優遇され

ている」の合計）の割合が高いのは，①家庭生活の場で（女性），②就職・雇用で（男女），③職場で

（男女），⑥政治の場で（男女），⑦法律や制度の上で（女性），⑧社会通念や慣習，しきたり等で（男

女），⑨社会全体として（男女）。 

また，「平等である」の割合を男女で比較すると，どの場面でも女性の方の割合が低い。 

図表 14 男女の地位の平等感（問 7） 
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２．固定的な性別役割分担意識 

『反対グループ』が『賛成グループ』を女性３８ポイント，男性２３ポイント上回っている。 

※『反対グループ』とは「そう思わない」と「どちらかといえばそう思わない」の合計 
  『賛成グループ』とは「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計 

図表 15 固定的な性別役割分担意識（問 8） 

サ
ン
プ
ル
数

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

女性 535 5.4 22.6 18.3 47.7 4.1 1.9

男性 415 6.7 29.6 19.3 40.0 3.6 0.7

女
性

29 歳以下 59 6.8 10.2 18.6 59.3 5.1 0.0
30 歳代 65 0.0 24.6 16.9 55.4 3.1 0.0
40 歳代 76 1.3 25.0 13.2 51.3 9.2 0.0
50 歳代 78 7.7 20.5 17.9 48.7 5.1 0.0
60 歳代 105 3.8 16.2 24.8 53.3 1.9 0.0
70 歳代 109 11.0 27.5 20.2 35.8 0.9 4.6

80 歳以上 42 4.8 38.1 9.5 28.6 7.1 11.9

男
性

29 歳以下 37 5.4 24.3 24.3 35.1 10.8 0.0
30 歳代 43 4.7 11.6 30.2 46.5 7.0 0.0
40 歳代 59 3.4 28.8 13.6 54.2 0.0 0.0
50 歳代 48 2.1 16.7 31.3 43.8 6.3 0.0
60 歳代 73 5.5 26.0 19.2 46.6 2.7 0.0
70 歳代 94 10.6 40.4 12.8 31.9 3.2 1.1

80 歳以上 61 11.5 44.3 14.8 26.2 0.0 3.3

３．男性が家事，子育て，介護を行うことについてのイメージ 

男女ともに「男性も家事，子育て，介護を行うことは当然である」とする割合が６０％前後と高い

ものの，「仕事と両立させることは，現実として難しい」と思っている割合も男女ともに５０％台で

高い。 

図表 16 男性が家事，子育て，介護を行うことについてのイメージ（問 12） 

サ
ン
プ
ル
数

男
性
も
家
事
，
子
育
て
，
介
護
を
行

う
こ
と
は
当
然
で
あ
る

家
事
，
子
育
て
，
介
護
を
行
う
男
性

は
，
時
間
の
使
い
方
が
効
率
的
で
，

仕
事
も
で
き
る

男
性
自
身
も
充
実
感
が
得
ら
れ
る

子
ど
も
に
い
い
影
響
を
与
え
る

仕
事
と
両
立
さ
せ
る
こ
と
は
，
現
実

と
し
て
難
し
い

家
事
，
子
育
て
，
介
護
は
女
性
の
ほ

う
が
向
い
て
い
る

妻
が
家
事
，
子
育
て
，
介
護
を
し
て

い
な
い
と
誤
解
さ
れ
る

周
り
か
ら
冷
た
い
目
で
見
ら
れ
る

男
性
は
，
家
事
，
子
育
て
，
介
護
を

行
う
べ
き
で
は
な
い

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

女性 535 57.0 27.7 19.8 46.7 53.8 17.6 8.0 2.4 0.7 4.1 1.7 3.9

男性 415 61.0 19.5 17.6 34.7 56.6 22.4 5.8 2.7 0.2 1.9 1.9 3.4
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４．男性が家事，子育て，介護，地域の活動に積極的に参加するために必要なこと 

男性の割合が４０％を超えているのは，「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかる」「労

働時間の短縮や休暇制度を普及し，仕事以外の時間を多くもてるようにする」「当事者（夫婦間）の

考えを尊重し，周りの人が固定的な観念等を押しつけない」「男性が家事等に参加することに対する

男性自身の抵抗感をなくす」である。 

図表 17 男性が家事，子育て，介護，地域の活動に積極的に参加するために必要なこと（問 13） 

サ
ン
プ
ル
数

男
性
が
家
事
等
に
参
加
す
る
こ
と
に

対
す
る
男
性
自
身
の
抵
抗
感
を
な
く

す 男
性
が
家
事
等
に
参
加
す
る
こ
と
に

対
す
る
女
性
の
抵
抗
感
を
な
く
す

夫
婦
や
家
族
間
で
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
よ
く
は
か
る

当
事
者
（
夫
婦
間
）
の
考
え
を
尊
重

し
，
周
り
の
人
が
固
定
的
な
観
念
等

を
押
し
つ
け
な
い

社
会
の
中
で
，
男
性
に
よ
る
家
事
，

子
育
て
，
介
護
，
地
域
の
活
動
に
つ

い
て
も
，
そ
の
評
価
を
高
め
る

労
働
時
間
の
短
縮
や
休
暇
制
度
を
普

及
し
，
仕
事
以
外
の
時
間
を
多
く
も

て
る
よ
う
に
す
る

男
性
が
家
事
等
に
関
心
を
高
め
る
よ

う
啓
発
や
情
報
提
供
を
行
う

男
性
の
家
事
や
子
育
て
，
介
護
等
の

技
能
を
高
め
る

男
性
が
子
育
て
や
介
護
，
地
域
の
活

動
を
行
う
た
め
の
，
仲
間
（
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
）
づ
く
り
を
進
め
る

仕
事
と
の
両
立
が
バ
ラ
ン
ス
よ
く
で

き
る
よ
う
，
男
性
向
け
の
参
加
し
や

す
い
講
座
を
開
催
す
る

学
校
の
家
庭
科
が
必
修
で
な
か
っ
た

（
お
お
む
ね4

0

歳
以
上
の
）
男
性
が

講
座
等
で
家
事
等
の
知
識
を
得
る

女性  54.4 22.6 64.7 56.8 40.7 45.2 24.3 20.6 23.0 18.5 16.4

男性  41.0 8.9 57.3 46.0 30.1 45.5 20.2 21.9 21.9 19.3 14.2

女
性

29 歳以下 59 57.6 18.6 74.6 59.3 42.4 55.9 23.7 10.2 22.0 10.2 8.5

30 歳代 65 43.1 21.5 64.6 44.6 40.0 56.9 21.5 18.5 21.5 16.9 12.3

40 歳代 76 57.9 26.3 60.5 50.0 40.8 42.1 21.1 19.7 15.8 11.8 15.8

50 歳代 78 55.1 19.2 65.4 65.4 47.4 52.6 20.5 10.3 17.9 14.1 12.8

60 歳代 105 52.4 25.7 63.8 63.8 40.0 48.6 32.4 24.8 31.4 22.9 19.0

70 歳代 109 59.6 21.1 67.0 56.0 40.4 33.0 23.9 23.9 24.8 23.9 19.3

80 歳以上 42 50.0 23.8 52.4 52.4 31.0 28.6 21.4 38.1 23.8 28.6 28.6

男
性

29 歳以下 37 35.1 8.1 62.2 45.9 29.7 59.5 10.8 13.5 27.0 27.0 5.4

30 歳代 43 41.9 7.0 60.5 51.2 48.8 62.8 16.3 16.3 30.2 27.9 9.3

40 歳代 59 32.2 8.5 50.8 37.3 35.6 47.5 16.9 8.5 10.2 10.2 5.1

50 歳代 48 31.3 8.3 54.2 50.0 20.8 50.0 22.9 18.8 10.4 16.7 14.6

60 歳代 73 35.6 8.2 61.6 47.9 37.0 47.9 20.5 32.9 35.6 20.5 26.0

70 歳代 94 50.0 7.4 58.5 44.7 21.3 38.3 20.2 24.5 17.0 13.8 10.6

80 歳以上 61 52.5 14.8 54.1 47.5 24.6 27.9 29.5 29.5 24.6 26.2 23.0

※「その他」「無回答」は省略 
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５．子どもの育て方 

固定的な性別役割分担意識については「反対グループ」が多いものの，子育てについては，「男の

子は男らしく，女の子は女らしく育てるのがよい」に『そう思う』（「そう思う」と「ややそう思う」

の合計）割合は，女性４８．０％・男性６７．７％である。子育て世代である３０歳代・４０歳代の

男性では，３０歳代６２．８％，４０歳代６９．５％である。 

  図表●においても，子どもの性別によって『重要』とする割合に差があり，子育てにおいては，固

定的な性別役割分担意識が依然と残っていることがわかる。 

図表 18 男の子は男らしく，女の子は女らしく育てるのがよい（問 14-②）
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６．未就労の理由 

未就労の理由については，「定年，高齢だから」が６割を占め最も高く，性別でみると男性の７割

以上が「定年，高齢だから」と回答している。 

図表 19 未就労の理由（問 17-1）

60.0

8.4

6.1

5.7

4.0

3.4

2.9

1.3

1.0

0.6

3.8

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

定年，高齢だから

学生だから

家事・育児・介護に専念したいから

経済的に働くことを必要としないから

仕事以外の活動（ボランティアなど）

をしているから

家事・育児・介護を担わざるを得ないから

就職先を探しているが，見つからないから

家族が働くことを望まないから

やりがいのある仕事がないから

リストラにあったから

その他

無回答

全体(n=477)

（％）

50.0

7.5

9.6

7.9

5.5

4.8

2.7

2.1

0.7

0.3

5.1

3.8

76.7

10.0

0.6

2.2

1.7

0.6

2.8

0.0

1.7

1.1

1.7

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

女性(n=292)

男性(n=180)
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性・年齢別では，女性30～40歳代で「家事・育児・介護に専念したいから」が高く，それに加

えて女性30歳代は「家事・育児・介護を担わざるを得ないから」，女性40歳代は「就職先を探し

ているが，見つからないから」もそれぞれ高くなっている。また，女性50歳代で「経済的に働くこ

とを必要としないから」「仕事以外の活動（ボランティアなど）をしているから」が他の年齢層に比

べて高くなっている。 

図表 20 未就労の理由（問 17-1）

単位（％）

サ
ン
プ
ル
数
（

件
）

定
年
，
高
齢
だ
か
ら

学
生
だ
か
ら

家
事
・
育
児
・
介
護
に
専

念
し
た
い
か
ら

経
済
的
に
働
く
こ
と
を
必

要
と
し
な
い
か
ら

仕
事
以
外
の
活
動
（

ボ
ラ

ン
テ
ィ

ア
な
ど
）

を
し
て

い
る
か
ら

家
事
・
育
児
・
介
護
を
担

わ
ざ
る
を
得
な
い
か
ら

就
職
先
を
探
し
て
い
る

が
，
見
つ
か
ら
な
い
か
ら

家
族
が
働
く
こ
と
を
望
ま

な
い
か
ら

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
が

な
い
か
ら

リ
ス
ト
ラ
に
あ
っ

た
か
ら

そ
の
他

全体 477 60.0 8.4 6.1 5.7 4.0 3.4 2.9 1.3 1.0 0.6 3.8

【性・年齢別】

29歳以下 30 0.0 73.3 6.7 0.0 3.3 3.3 6.7 0.0 0.0 0.0 6.7

30歳代 23 0.0 0.0 47.8 4.3 0.0 21.7 4.3 4.3 0.0 0.0 13.0

40歳代 24 0.0 0.0 29.2 16.7 0.0 12.5 16.7 0.0 4.2 4.2 12.5

50歳代 25 0.0 0.0 16.0 32.0 20.0 4.0 4.0 12.0 0.0 0.0 8.0

60歳代 68 63.2 0.0 5.9 8.8 11.8 1.5 0.0 1.5 0.0 0.0 4.4

70歳代 86 82.6 0.0 0.0 4.7 2.3 2.3 0.0 1.2 1.2 0.0 2.3

80歳以上 35 88.6 0.0 0.0 0.0 0.0 2.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

29歳以下 21 0.0 85.7 0.0 9.5 0.0 0.0 4.8 0.0 0.0 0.0 0.0

30歳代 8 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 25.0 0.0 12.5 12.5 37.5

40歳代 2 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

50歳代 2 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

60歳代 27 81.5 0.0 3.7 0.0 3.7 3.7 3.7 0.0 0.0 0.0 0.0

70歳代 69 95.7 0.0 0.0 0.0 1.4 0.0 1.4 0.0 1.4 0.0 0.0

80歳以上 51 96.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0

女
性

男
性
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７．就労意向 

仕事をしていない人の就労意向については，「するつもりはない」が54.3％となっており，「すぐ

にでもしたい」（7.8％）と「将来したい」（13.8％）を合わせた就労意向率は21.6％である。 

性別では，女性に比べて男性で「するつもりはない」が高くなっている。 

性・年齢別では，女性40歳代の約３割が「すぐにでもしたい」と回答しており，他の層に比べて高

くなっている。 

図表 21 就労意向（問 17-2）
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８．ワーク・ライフ・バランスの希望と現実 

現在働いている男女に，日々の暮らしの中での時間の使い方の希望と現実をたずねた設問。希望で

は，男女ともに「仕事と生活をバランスよく」が７０％を超えているものの，現実では，「仕事を優

先」が女性４０．４％・男性６７．７％と高くなっている。 

図表 22 ワーク・ライフ・バランスの希望と現実（問 17-5） 

サ
ン
プ
ル
数

仕
事
を
優
先

生
活
（
趣
味
や

家
庭
で
の
時
間

等
）
を
優
先

仕
事
と
生
活
を

バ
ラ
ン
ス
よ
く

わ
か
ら
な
い

無
回
答

女性 
213 希望 2.3 16.9 78.9 0.9 0.9

現実 40.4 13.6 35.7 8.9 1.4

男性 
220 希望 8.2 16.8 73.2 1.4 0.5

現実 67.7 6.8 22.7 2.3 0.5

女
性

29 歳以下 29
希望 6.9 27.6 58.6 0.0 6.9

現実 41.4 3.4 31.0 17.2 6.9

30 歳代 41
希望 2.4 17.1 80.5 0.0 0.0

現実 51.2 9.8 29.3 9.8 0.0

40 歳代 50
希望 2.0 10.0 84.0 4.0 0.0

現実 28.0 26.0 40.0 6.0 0.0

50 歳代 50
希望 2.0 14.0 84.0 0.0 0.0

現実 46.0 10.0 34.0 10.0 0.0

60 歳代 27
希望 0.0 25.9 74.1 0.0 0.0

現実 33.3 18.5 37.0 7.4 3.7

男
性

29 歳以下 15
希望 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0

現実 93.3 0.0 6.7 0.0 0.0

30 歳代 34
希望 5.9 26.5 67.6 0.0 0.0

現実 52.9 14.7 32.4 0.0 0.0

40 歳代 56
希望 1.8 17.9 78.6 1.8 0.0

現実 80.4 7.1 10.7 1.8 0.0

50 歳代 46
希望 15.2 10.9 71.7 2.2 0.0

現実 71.7 0.0 23.9 4.3 0.0

60 歳代 40
希望 5.0 15.0 77.5 0.0 2.5

現実 65.0 5.0 27.5 0.0 2.5
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９．女性が職業をもつことについて 

女性が職業をもつことについては，「結婚や出産，子育てにかかわらず，職業をもち続けるのがよ

い」の割合が35.4％と最も高く，ほぼ並んで「結婚しても職業をもち続け，子どもができたら辞め

て，大きくなったら再び職業をもつのがよい」（34.9％）が続いており，性別による差は目立たな

い。 

図表 23 女性が職業をもつことについての考え方（問 18） 

1.1

3.5

6.9

34.9

35.4

7.7

5.4

5.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

女性は職業をもたないほうがよい

結婚するまで職業をもち，結婚

とともに辞めるほうがよい

結婚しても職業をもち続け，子どもが

できたら辞めるほうがよい

結婚しても職業をもち続け，子どもができたら

辞めて，大きくなったら再び職業をもつのがよい

結婚や出産，子育てにかかわらず，

職業をもち続けるのがよい

その他

わからない

無回答

全体(N=965)

（％）
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１０．女性が働き続けるために必要なこと 

女性が働き続けるために必要なことについては，「保育所や学童保育など，子どもを預けら

れる環境の整備」の割合が80.4％と最も高く，次いで「介護支援サービスの充実」（61.6％），

「職場における育児・介護との両立支援制度の充実」（54.4％）の順となっている。

図表 24 女性が働き続けるために必要なこと（問 20） 

80.4

61.6

54.4

48.6

47.4

45.3

45.1

38.4

38.1

26.0

1.9

1.2

4.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

保育所や学童保育など，子どもを

預けられる環境の整備

介護支援サービスの充実

職場における育児・介護との

両立支援制度の充実

女性が働き続けることへの

周囲の理解，意識改革

男性の家事参加への理解，意識改革

短時間勤務制度や在宅

勤務制度などの導入

家事・育児支援サービスの充実

育児や介護による仕事への制約を理由とした

昇進などへの不利益な取扱いの禁止

男女双方の長時間労働の

改善を含めた働き方改革

働き続けることへの女性自身の意識改革

その他

特にない

無回答

全体(N=965)

（％）
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１１．地域活動や政策決定の場への女性の参画状況について 

男女の平等意識「④地域活動の場」及び「⑥政治の場」での評価別のいずれも，男性が優遇と評価

する層で『参画できていない』が他の層に比べて高くなっています。 

図表 25 芦屋市における自治会や様々な市民活動，市政における企画づくりや 

方針決定の場への女性の参画状況（問 23）
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１２．男女共同参画社会に向けた取組の認知状況 

男女共同参画社会に向けた取組の認知状況は，「言葉も内容も知っている」と「言葉を聞いたこと

がある」を合わせると，「①芦屋市男女共同参画推進条例」が36.7％で最も高い。次いで，「⑧女性

の悩み相談（心の悩み，家事調停，法律相談）」が35.5％，「④芦屋市男女共同参画センターウィザ

スあしや」が33.2％，「⑨芦屋市ＤＶ相談室（芦屋市配偶者暴力相談支援センター）」が30.0％の順

に高くなっている。 

一方，すべてにおいて，半数以上の人が「知らない・聞いたことがない」としている。 

図表 26 男女共同参画社会に向けた取組の認知状況（問 28） 
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１３．男女共同参画関連用語の認知状況 

男女共同参画関連用語の認知状況については，「ストーカー規制法」が62.0％と最も高く，次いで

「男女雇用機会均等法」（57.7％），「ＤＶ防止法」（53.2％），「ジェンダー」（37.2％）の順となっ

ている。 

性別では，男性で「男女雇用機会均等法」がやや高くなっている。 

図表 27 男女共同参画関連用語の認知状況（問 29） 

62.0

57.7

53.2

37.2

27.8

26.7

17.9

16.9

14.3

5.4

3.1

15.6

11.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

ストーカー規制法

男女雇用機会均等法

ＤＶ防止法

ジェンダー

ワーク・ライフ・バランス

男女共同参画社会基本法

デートＤＶ

女性活躍推進法

女子差別撤廃条約

ポジティブ・アクション

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

見たり聞いたりしたものはない

無回答

全体(N=965)

（％）

60.9

54.6

51.6

38.1

25.2

24.3

20.7

16.8

14.2

4.3

4.1

17.4

10.5

63.1

61.7

54.9

35.4

30.6

29.2

14.5

16.6

14.5

6.5

1.9

14.0

11.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

女性(n=535)

男性(n=415)
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１４．あらゆる分野で男女がさらに対等な社会となるために重要なこと 

男女共同参画推進にとって重要なことについては，「保育の施設・サービス，高齢者や病人の施設

や介護サービスを充実する」の割合が59.7％と最も高く，ほぼ並んで「子育てや介護等で，いった

ん仕事を辞めた人の再就職を支援する」（58.3％）が続ク。以下，「子育てや介護中であっても，仕

事が続けられるようにする」（51.0％），「法律や制度の見直し・強化（仕事と生活の両立支援，雇用

均等，女性登用等）」（49.8％），「労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女ともに働き方の見直し

を進める」（48.4％）の順となっている。 

図表 28 あらゆる分野で男女がさらに対等な社会となるために重要なこと（問 30） 

59.7

58.3

51.0

49.8

48.4

35.6

33.5

31.9

18.9

18.4

16.4

2.8

4.0

6.2

0.0 20.0 40.0 60.0

保育の施設・サービス，高齢者や病人

の施設や介護サービスを充実する

子育てや介護等で，いったん仕事を

辞めた人の再就職を支援する

子育てや介護中であっても，

仕事が続けられるようにする

法律や制度の見直し・強化（仕事と生活

の両立支援，雇用均等，女性登用等）

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など

男女ともに働き方の見直しを進める

国・自治体の審議会委員や管理職など，

政策決定の場に女性を積極的に登用する

民間企業・団体等の管理職に

女性の登用が進むよう支援する

これまで女性が少なかった分野（研究者等）

への女性の進出を支援する

女性や男性の生き方や悩みに

関する相談の場を提供する

男女の平等と相互の理解や

協力について広報・ＰＲする

男女の平等と相互の理解や協力

について学習機会を充実する

その他

特にない

無回答

全体(N=965)

（％）
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１４．「芦屋市男女共同参画に関する職員意識調査」概要

（１）調査の概要 

この調査は，「第３次芦屋市男女共同参画行動計画ウィザス・プラン」及び「芦屋市配偶者等

からの暴力対策基本計画」の見直しにあたって，市職員の男女共同参画に関する意識や意見等を

把握し，「芦屋市女性活躍推進計画」を含む今後の計画づくりのための基礎的な資料とすること

を目的として，平成２８年（２０１６年）８月，市職員（特別職を除く）を対象に実施しました。 

配付数 有効回収数 有効回収率 

全 体 1,590件 1,378件 86.7％

女 性 1,000件 887件 88.7％

男 性 590件 475件 80.5％

※有効回収数の全体には，無回答16件が含まれています。 

※性別の選択肢は，「1.女性」「2.男性」「3.（ ）」としましたが，３の回答は0人。 

（２）回答者の属性

性別構成比は，女性６４．３％，男性３４．５％です。 

年代別構成は，女性は４０歳代が最も高く，次いで，５０歳以上。男性は３０歳代が最も

高く，次いで，１０歳代・２０歳代です。 

図表 29 回答者の男女比 

女性

64.3%

男性

34.5%

無回答

1.2%

全体(N=1,378)

図表 30 回答者の年齢別構成比 
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（３）調査の結果概要

1．固定的な性別役割分担意識 

「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」という，いわゆる固定的な性別役割分担意識についての

設問では，男女ともに「そう思わない」の割合が５０％を超え，「どちらかといえばそう思わない」を

加えると女性８１．９％・男性７０．５％である。男性では『そう思う』（「そう思う」と「どちらか

といえばそう思う」の合計）が２２．３％である。 

図表 31 固定的な性別役割分担意識（問 8）         

単位（％） 

サ
ン
プ
ル
数

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
う

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

そ
う
思
わ
な
い

そ
う
思
わ
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

女性 887 0.9 11.7 16.1 65.8 4.8 0.6

男性 475 3.4 18.9 14.9 55.6 6.9 0.2

２．女性職員の職域拡大・登用推進に必要なこと 

庁内の女性職員の職域拡大・登用推進に必要なこととして上位を占めるものは，順位は違うものの

男女ともに「男女とも育児・介護休業制度等の取得促進を図る」「残業や休日勤務を減らす等労働条

件の改善を図る」「多様な経験をつめるよう人事配置や職務分担を決める」である。 

図表 32 女性職員の職域拡大・登用推進に必要なこと（職員調査 問 20） 

単位

（％） 

サ
ン
プ
ル
数

男
女
と
も
，
育
児
・
介
護
休
業
制
度
等
の
取
得
促

進
を
図
る

残
業
や
休
日
勤
務
を
減
ら
す
等
労
働
条
件
の
改
善

を
図
る

多
様
な
経
験
を
つ
め
る
よ
う
人
事
配
置
や
職
務
分

担
を
決
め
る

女
性
に
責
任
あ
る
仕
事
を
任
せ
な
か
っ
た
り
，
家

事
・
育
児
等
は
女
性
が
す
べ
き
と
い
う
固
定
的
な

性
別
役
割
分
担
意
識
の
変
革
を
図
る

育
成
・
登
用
に
つ
い
て
管
理
職
（
上
司
）
の
意
識

を
高
め
る

能
力
を
高
め
る
た
め
の
研
修
を
行
う

意
欲
や
向
上
心
を
高
め
る
た
め
の
啓
発
を
行
う

気
軽
に
仕
事
の
悩
み
や
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
等
を
相

談
で
き
る
よ
う
な
し
く
み
（
メ
ン
タ
ー
制
度
等
）

を
つ
く
る

女
性
職
員
の
数
を
増
や
す

現
在
の
ま
ま
で
十
分
で
あ
る

女性 887 46.9 44.3 38.1 30.9 29.3 27.7 20.6 20.5 15.6 3.3

男性 476 35.8 36.8 40.8 20.6 20.2 13.7 16.2 11.4 15.4 8.2

※その他，わからないは省略 
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３．男女共同参画社会に向けた取組の認知度

「言葉も内容も知っている」割合が最も高いのは，「⑥芦屋市男女共同参画センター通信『ウィザス』」

で２１．６％，次いで，「④芦屋市男女共同参画センターウィザスあしや」２０．６％。そのほかの取組に

ついての認知度は１ケタ台から１０％台と低い。 

図表 33 男女共同参画社会に向けた取組の認知度（職員調査 問 28） 
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１５．用語解説（５０音順）

参考：国の計画

用 語 解 説 

ウィザス・プラン 

（With ｕｓ Plan）

あらゆる人々が共に協力して男女共同参画社会をつくりあげていこうという意

味が込められている。 

ＳＮＳ（ソーシャ

ル・ネットワーキン

グ・サービス） 

友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的

とするコミュニティ型のサービスのこと。 

ＬＧＢＴ Ｌ（レズビアン）：女性の同性愛者，Ｇ（ゲイ）：男性の同性愛者，Ｂ（バイ・

セクシュアル）：両性愛者，Ｔ（トランスジェンダー）：性同一性障がい者を含

む身体の性と心の性が一致しない人の頭文字を取った総称で，ＬＧＢＴだけでな

く，様々な性のありようがある。 

Ｍ字カーブ 日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき，３０歳代を谷とし，

２０歳代後半と４歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になること

をいう。これは，結婚や出産を機に労働市場から 退出する女性が多く，子育てが

一段落すると再び労働市場に参入する という特徴があるためである。なお，国際

的にみると，アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸国では，子育て期における

就業率の低下は みられない。 

エンパワメント 力をつけること。また，自ら主体的に行動することによって状況を変えていこ

うとする考え方のこと 

健康寿命 日常的に介護を必要とせず，健康で自立した生活ができる期間のこと。 

固定的性別役割分担

意識 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにも

関わらず，「男は仕事・女は家庭」，「男性は主要な業務・女性は補助的業務」

等のように，男性，女性という性別を理由として，役割を固定的に分ける考え方

のこと。 

仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・

バランス） 

一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き，仕事上の責任を果たすとと

もに，家庭生活，地域活動，個人の自己啓発等，様々な活動についても自ら希望

するバランスで展開できる状態であること。 

人身取引 暴力，脅迫，誘拐，詐欺等の強制的な手段により，女性や子どもといった弱い

立場にある人を別の国や場所に連れ去り，売買し，売春や強制労働，臓器摘出等

の搾取をすること。 

ストーカー行為 特定の者に対する恋愛感情その他好意の感情，又はそれが満たされなかったこ

とに対する怨恨の感情を充足させる目的で，つきまとい，交際の要求，名誉・性

的羞恥心を害する事項を告げる行為などを反復して行うこと。 

性的指向  性的指向とは，人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すものであ

り，具体的には，恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛，同性に向かう同性愛，

男女両方に向かう両性愛を指す。 

セクシュアル・ハラ

スメント 

相手の意に反した性的な言動で，身体への不必要な接触，性的関係の強要，性

的なうわさの流布，衆目に触れる場所へのわいせつな写真の掲示など，様々な態
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様のものが含まれる。特に雇用の場においては，｢職場（労働者が業務を遂行する

場所）において行われる性的な言動に対する労働者の対応により，労働者がその

労働条件につき不利益を受けること又は，性的な言動により労働者の就業環境が

害されること｣とされている。

積極的格差是正措置

（ポジティブ・アク

ション） 

様々な分野において，活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため，必

要な範囲内において，男女のいずれか一方に対し，活動に参画する機会を積極的

に提供するものであり，個々の状況に応じて実施していくもの。積極的格差是正

措置の例としては，審議会等委員への女性の登用のための目標の設定や，女性公

務員の採用・登用の促進等が実施されている。男女共同参画社会基本法では，積

極的格差是正措置は国や地方公共団体の責務とされている。女子差別撤廃条約で

は，この暫定的な措置を差別と解してはならないと規定している。 

ダイバーシティ 「多様性」のこと。性別や国籍，年齢などに関わりなく，多様な個性が力を発

揮し，共存できる社会のことを社会という。 

地域活動団体・市民

活動団体 

地域活動団体とは自治会，婦人会，老人クラブ，子ども会，消防団等，地縁の組

織市民活動団体とは，課題解決型の組織。 

地域包括ケアシステ

ム 

平成３７年（２０２７年）を目途に，高齢者の尊厳の保持と生活自立の支援の

目的のもとで，可能な限り住み慣れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最期ま

で続けることができるよう，地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括

ケアシステム）を構築すること。 

配偶者等からの暴力

（ドメスティック・

バイオレンス（Ｄ

Ｖ）） 

一般的には，配偶者や元配偶者など「親密な関係にある（あった）」者からふ

るわれる暴力のことをいう。「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（ＤＶ防止法」（平成１３年４月１３日公布）が定義する「配偶者」には，

婚姻の届出をしていない事実婚や，離婚後も引き続き暴力を受ける場合に，平成

２５年改正法では，生活の本拠をともにする交際相手（婚姻関係における共同生

活に類する共同生活を営んでいないものを除く）が含まれた。被害者は男性の場

合もこの法律の対象となるが，被害者の多くは女性であり，ＤＶは犯罪となる行

為をも含む重大な人権侵害である。暴力には身体的暴力だけでなく，言葉や威嚇

などによる精神的暴力，性行為の強要などの性的暴力，人との付き合いを制限す

るなどの社会的暴力，生活費を渡さないなどの経済的暴力，子どもを巻き込む暴

力などが含まれる。 

デートＤＶ 結婚していない交際相手，デートするような特に１０代，２０代の若い間柄に

起こるＤＶのこと。 

配偶者暴力相談支援

センター 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく施設で，被

害に関する相談や相談機関の紹介，被害者の心身回復のための指導，被害者及び

同伴児童等の一時保護，被害者が自立して生活するための情報提供，助言，関係

機関との連絡調整，被害者を居住させ保護する施設の利用についての援助，保護

命令制度の利用についての援助を行う。 

パタニティハラスメ

ント 

男性が育児休業や育児休暇守作を利用すること等に関して，上司・同僚が就業

環境を害する言動を行うこと。 
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マタニティハラスメ

ント 

職場において妊娠や出産者に対して行われるいやがらせを表す言葉。 

メディア・リテラシ

ー 

メディアの情報を主体的に読み解く能力，メディアにアクセスし， 活用する能

力，メディアを通じコミュニケーションする能力の３つを 構成要素とする複合的

な能力のこと。 

リプロダクティブ・

ヘ ルス／ライツ（性

と生 殖に関する健

康と権 利） 

リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）とは，平成６年（１９９

４年）の国際人口／開発会議の「行動計画」及び平成７年（１９９５年）の第４

回世界女性会議の「北京宣言及び行動綱領」において，「人間の生殖システム，

その機能と（活動）過程の全ての側面において，単に疾病，障害がないというば

かりでなく，身体的，精神的，社会的に完 全に良好な状態にあることを指す」

とされている。また，リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は，

「全てのカップルと個人が自分たちの子どもの数，出産間隔，並びに出産する時

を責任をもって自由に決定でき，そのための情報と手段を得ることができるとい

う基本的権利，並びに最高水準の性に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルス

を得る権利」とされている。なお，，妊娠中絶については，「望まない妊娠の防

止は常に最優先課題とし，妊娠中絶の必要性をなくすためにあらゆる努力がなさ

れなければならない。」とされている。 定義の詳細については，第４回世界女

性会議行動綱領（１９９５）のパラグラフ９４，９５，１０６（ｋ）を参照。 

URL:http://www.gender.go.jp/international/int_norm/int_4th_kodo/index.ht

ml  


